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株式会社大洋システムテクノロジーとの資本業務提携、同社に対する第三者割当による新株式及び第 10

回新株予約権の発行、並びにマイルストーン・キャピタル・マネジメント株式会社に対する第三者割当

による第１回無担保転換社債型新株予約権付社債及び第 11回新株予約権の発行に関するお知らせ 

 

当社は、平成 30年４月６日開催の取締役会（以下、「本取締役会」といいます。）において、ハード＆

ソフトの設計・開発、製品化・運用までＩＴシステムをトータルサポートする株式会社大洋システムテ

クノロジー（以下、「大洋システムテクノロジー社」といいます。）と資本業務提携（以下、「本資本業務

提携」といいます。）を行うこと、並びに大洋システムテクノロジー社に対し第三者割当により新株式

（以下、「本新株式」といいます。）及び第 10 回新株予約権（以下、「第 10 回新株予約権」といいま

す。）を発行すること並びにマイルストーン・キャピタル・マネジメント株式会社（以下、「マイルス

トーン社」といいます。）に対し第三者割当により第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（以下、

「本新株予約権付社債」といい、本新株予約権付社債に付された新株予約権部分及び社債部分を、それ

ぞれ「本転換社債型新株予約権」及び「本社債」といいます。）及び第 11 回新株予約権（以下、「第 11

回新株予約権」といい、第 10 回新株予約権と第 11 回新株予約権を総称して「本新株予約権」といいま

す。）を発行すること（以下、本新株式の発行、本新株予約権付社債及び本新株予約権の発行を総称して

「本資金調達」といいます。）を決議いたしましたので、以下のとおりお知らせいたします。 

 

Ⅰ．資本業務提携の概要 

１．本資本業務提携の理由 

当社グループは、長年の技術開発により、音声や映像のメディア処理やＩＰ電話のコア技術を保有して

おり、コミュニケーション・プラットフォームを通信事業者や国内大手メーカに提供してまいりました。

ネットワークコミュニケーション領域における技術革新のスピードは非常に速く、それに伴って市場の変化

も非常に激しくなっております。昨今は音声アシスタント端末の普及によりボイスコンピューティング（注）

関連の市場が活況を呈しており、今後数年間で更なる市場規模の拡大が予想されております。当社はこの市

場環境を当社グループのコア技術を生かして事業拡大をする千載一遇のチャンスととらえ、ボイスコン

ピューティング事業において、積極的かつ大規模な研究開発投資を行って新しいテクノロジーを創出しつつ、

新しい製品・サービスを提供することにより、収益の拡大を図ることを目指しております。 

もっとも、当社グループは近年の業績の低迷が影響して投資できる資金や人的リソースが十分ではない

状況にあります。そのような状況において、当社は、当社に対して資金を拠出し、また、当社グループのコ

ア技術等を理解し、当社と共同で研究開発等を行っていただけるような長期的視野で協業し得る業務提携先

を模索しておりました。その中で、株式会社東京スター銀行から、長年、組込みシステムや情報システムの

開発に携わってきた豊富な実績があり、最近ではＲＰＡ（Robotic Process Automation）による業務自動化

のコンサルティングや介護事業者向けシステム開発の事業に力を注いでいる大洋システムテクノロジー社の

紹介を受けました。 
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当社は、大洋システムテクノロジー社との間で協議を重ね、最終的にボイスコンピューティング事業に

進出し、取り扱う事業分野の拡大と収益の拡大を目指していた大洋システムテクノロジー社との間で合意に

至ったことから本資本業務提携を行うこととなりました。 

この度の本資本業務提携により、当社のコア技術を創出する強みと大洋システムテクノロジー社及びそ

の属するグループ全体の潤沢な資金力と人的リソースの強みを組み合わせて、協同でボイスコンピューティ

ング事業を進めていくことで、両社の成長につながると期待しております。 

 

（注）ボイスコンピューティング 

機器の処理能力向上及びネットワークの高速化・大容量化を背景に、高度化された音声認識技術・自

然言語解析技術・ＡＩ技術等を利用することで、サービスやアプリケーションのユーザ・インタ

フェースとして音声を用いることを可能とする技術をいいます。手による入力動作が不要なため、

ユーザの利便性を高め、新たなユーザ・インタフェースによる今までになかった新たな形のサービス

の出現も期待されております。なお、昨今普及し始めているスマート・スピーカーは、ボイスコン

ピューティング技術を活用した一例です。 

 

２．本資本業務提携の内容 

（１）業務提携の内容 

今回の業務提携は、次の分野における業務提携を進めていく予定であります。 

①ボイスコンピューティング事業開発 

新たなサービスとして期待されるボイスコンピューティング分野の研究開発を進め、コミュニケー

ション・プラットフォームの新たなコア技術を確立して、業務自動化支援を中心とした様々な分野への

提供を行ってまいります。 

②ボイスコンピューティング事業開発実現のためのＭ＆Ａ等の情報交換 

ボイスコンピューティング事業においては、音声認識技術・自然言語解析技術・ＡＩ技術等、様々な

技術要素が必要となります。現時点において、当社は全ての技術を保有している訳ではなく、ボイスコ

ンピューティング事業開発を加速・成功させるためには、ボイスコンピューティングに関連する技術力

をもったベンチャー企業の買収、販売力を有する企業の買収などＭ＆Ａ等を行うことが有効であると判

断しており、そのための情報交換を行ってまいります。 

（２）資本提携の内容 

当社は、本資金調達において、大洋システムテクノロジー社に本新株式 1,428,600 株及び第 10 回新株

予約権 572 個（新株予約権の目的である当社普通株式 5,720,000 株）を割り当て、合計すると発行済株

式総数に対する持株比率は 19.54％（注）となる予定であります。資本提携の詳細は、後記「Ⅱ．第三者

割当による新株式、第１回転換社債型新株予約権付社債、第 10 回新株予約権及び第 11 回新株予約権の

発行」をご参照ください。 

なお、本資本業務提携に伴い、当社は、平成 30 年６月開催予定の定時株主総会において、大洋システ

ムテクノロジー社の指名する者２名を当社取締役候補者とする議案を上程し、当該定時株主総会の承認

を条件として、当該２名を当社取締役として受け入れる予定であります。 

（注）本資金調達では、大洋システムテクノロジー社に対して割り当てることを予定している本新株式

及び第 10回新株予約権に加え、マイルストーン社に対して、本新株予約権付社債及び第 11回新株

予約権を同時に発行する予定であります。このうち、本新株予約権付社債、第 10 回新株予約権及

び第 11 回新株予約権は、転換又は行使までは潜在株式として割当予定先にて保有されます。これ

らの行使期間は平成 30年４月 23日から平成 32年４月 23日までの発行後２年間となっております。

今後割当予定先によるそれらの転換又は行使状況及び転換又は行使後の株式保有状況に応じて、持

株比率の状況が変動いたします。 
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３．本資本業務提携の相手先の概要（平成 30年３月 31日現在） 

（１） 名 称 株式会社大洋システムテクノロジー （注）１ 

（２） 所 在 地 
本店（横浜本社）：神奈川県横浜市西区みなとみらい二丁目３番５号 

東京本社：東京都千代田区霞が関三丁目２番６号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役会長兼社長 䔥 敬如 

（４） 事 業 内 容 システム開発、コンサルティング、ハードウェア設計 

（５） 資 本 金 50百万円 

（６） 設 立 年 月 日 平成 28年９月７日 （注）１ 

（７） 発 行 済 株 式 数 1,008千株 

（８） 決 算 期 ７月 

（９） 従 業 員 数 247名（平成 30年２月 28日現在） 

（10） 主 要 取 引 先 

株式会社日立情報通信エンジニアリング、日立グループ、情報技術開発株

式会社、伊藤忠テクノソリューションズ株式会社、アンリツインフィビス

株式会社、アンリツ株式会社、SCSK 株式会社、株式会社ネオリア、ア

イ・エム・エス・ジャパン株式会社、株式会社 NSD、SOMPO ケアネクスト

株式会社、株式会社ニチイ学館、東芝情報システム株式会社、リコーIT

ソリューションズ株式会社、伊藤忠インタラクティブ株式会社、株式会社

ベストライフ、日本電気グループ 

（11） 主 要 銀 行 みずほ銀行、横浜銀行、三菱 UFJ銀行 

（12） 大株主及び持株比率 䔥 敬如 45.58％ 株式会社大洋商事 42.51％ 

（13） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社との間には、特筆すべき資本関係は

ありません。 

人 的 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社との間には、特筆すべき人的関係は

ありません。なお、本資本業務提携に伴い、当社の定時

株主総会での選任決議を条件に、当該会社から取締役２

名を受け入れる予定であります。 

取 引 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社との間には、特筆すべき取引関係は

ありません。 

関連当事者へ

の該当状況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。ま

た、当該会社の関係者及び関係会社は、当社の関連当事

者には該当しません。 

（14） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 （注）２ 平成 27年７月期 平成 28年７月期 平成 29年７月期 

 純 資 産 355百万円 367百万円 246百万円 

 総 資 産 1,357百万円 1,495百万円 1,424百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 352.54円 364.52円 242.22円 

 売 上 高 1.829百万円 1,973百万円 1,994百万円 

 営 業 利 益 58百万円 54百万円 70百万円 

 経 常 利 益 75百万円 45百万円 60百万円 

 当 期 純 利 益 43百万円 25百万円 80百万円 

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 45.15円 24.98円 79.37円 

 １ 株 当 た り 配 当 金 13.00円 20.00円 20.00円 
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（注）１．平成４年８月３日に大洋工業設計株式会社（昭和 38 年５月設立）と株式会社大洋計算センター

（昭和 49 年２月設立）が合併して（旧）株式会社大洋システムテクノロジーが設立され、その後、

平成 28年９月７日に投資関連事業とＩＴ関連事業の分割を目的として、（旧）株式会社大洋システ

ムテクノロジーが株式会社大洋グローバルビジネスに商号変更して、新設分割により現在の株式会

社大洋システムテクノロジーを設立しております。 

２．上記のとおり、株式会社大洋システムテクノロジーは新設分割により平成 28 年９月７日に設立さ

れております。そのため、平成 27年７月期及び平成 28年７月期は前身の（旧）株式会社大洋シス

テムテクノロジーの経営成績及び財政状態を記載しております。また、平成 29 年７月期は平成 28

年９月７日から平成 29年７月 31日までとなっております。 

 

４．日 程 

(１) 取 締 役 会 決 議 日 平成 30年４月６日 

(２) 業 務 提 携 開 始 日 平成 30年４月６日 

 

５．今後の見通し 

後記「Ⅱ．第三者割当による新株式、第１回転換社債型新株予約権付社債、第 10 回新株予約権及び第 11

回新株予約権の発行 ８．今後の見通し」をご参照ください。 

 

 

Ⅱ．第三者割当による新株式、第１回無担保転換社債型新株予約権付社債、第 10 回新株予約権及び第

11回新株予約権の発行 

前記のとおり、当社は本取締役会において、大洋システムテクノロジー社に対し第三者割当により

本新株式及び第 10回新株予約権を発行すること、並びにマイルストーン社に対し第三者割当により本

新株予約権付社債及び第 11 回新株予約権を発行することを決議いたしましたので、以下のとおりお知

らせいたします。 

 

１．募集の概要 

【株式発行に係る募集】 

（１） 払 込 期 日 平成 30年４月 23日 

（２） 発 行 新 株 式 数 普通株式 1,428,600株 

（３） 発 行 価 額 １株につき 140円 

（４） 調 達 資 金 の 額 200,004,000円 

（５） 
募集又は割当方法 

（ 割 当 予 定 先 ） 

第三者割当の方法により、大洋システムテクノロジー社に対して割り

当てます。 

（６） そ の 他 
上記各号については、金融商品取引法に基づく有価証券届出書の届出

の効力発生を条件といたします。 
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【第１回無担保転換社債型新株予約権付社債発行に係る募集】 

（１） 払 込 期 日 平成 30年４月 23日 

（２） 新株予約権の総数 20個 

（３） 
社債及び新株予約権

の 発 行 価 額 

各社債の金額は 10,000,000円（額面 100円につき金 100円） 

但し、本転換社債型新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないも

のとします。 

（４） 
当 該 発 行 に よ る 

潜 在 株 式 数 
1,428,571株 

（５） 調 達 資 金 の 額 200,000,000円 

（６） 転 換 価 額 １株当たり 140円（固定） 

（７） 
募集又は割当方法 

（ 割 当 予 定 先 ） 
第三者割当の方法により、マイルストーン社に対して割り当てます。 

（８） そ の 他 

①転換価額及び対象株式数の固定 

本新株予約権付社債は、転換価額固定型であり、価格修正条項付き

のいわゆる MSCBや MSワラントとは異なるものです。 

②行使条件 

本新株予約権付社債の転換により、転換に係る本新株予約権付社債

の本社債権者が保有することとなる当社株式総数が、本新株予約権

付社債の発行決議日（平成 30 年４月６日）時点における当社発行済

株式総数（22,284,620 株）の 10％（2,228,462 株）を超えることと

なる場合の、当該 10％を超える部分に係る新株予約権付社債の転換

はできない旨の行使条件が付されております。 

③繰上償還条項 

当社は、本新株予約権付社債の発行後、償還すべき日の２週間以上

前に本新株予約権付社債の社債権者（以下、｢本社債権者｣といいま

す。）に対し事前の通知を行うことにより、その時点で残存する本社

債の全部又は一部を、各本社債の額面 100 円につき金 100 円の割合

で、繰上償還日まで（当日を含みます。）の未払経過利息（本社債の

利息のうち、支払期が到来せず、まだ支払われていないものをいい

ます。以下同様です。）及び未払残高の支払とともに繰上償還するこ

とができます。 

上記各号については、金融商品取引法に基づく有価証券届出書の届出

の効力発生を条件といたします。 
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【第 10回新株予約権発行に係る募集】 

（１） 割 当 日 平成 30年４月 23日 

（２） 新株予約権の総数 572個 

（３） 発 行 価 額 総額 1,544,400円（新株予約権１個につき 2,700円） 

（４） 
当 該 発 行 に よ る 

潜 在 株 式 数 
5,720,000株（新株予約権１個につき 10,000株） 

（５） 調 達 資 金 の 額 

802,344,400円 

（内訳）新株予約権発行による調達額：  1,544,400円 

    新株予約権行使による調達額：800,800,000円 

（６） 行 使 価 額 １株当たり 140円（固定） 

（７） 
募集又は割当方法 

（ 割 当 予 定 先 ） 

第三者割当の方法により、大洋システムテクノロジー社に対して割り

当てます。 

（８） そ の 他 

①行使価額及び対象株式数の固定 

第 10 回新株予約権は、行使価額固定型であり、行使価額修正条項付

きのいわゆる MSCBや MSワラントとは異なるものです。 

②行使条件等 

新株予約権者は、第 10 回新株予約権の割当日から(i)６か月を経過

した日までは全ての第 10 回新株予約権について権利行使できないも

のとし、(ii)１年を経過した日までは第 10 回新株予約権のうち 358

個については権利行使できないものとします。 

③新株予約権の取得 

当社は、第 10 回新株予約権の割当日から６か月を経過した日以降い

つでも、当社は取締役会により第 10 回新株予約権を取得する旨及び

第 10 回新株予約権を取得する日（以下、「取得日」といいます。）を

決議することができ、当該取締役会決議の後、取得の対象となる第

10 回新株予約権の新株予約権者に対し、取得日の通知又は公告を当

該取得日の 20 営業日前までに行うことにより、取得日の到来をもっ

て、第 10 回新株予約権１個につき第 10 回新株予約権１個当たりの

払込金額（発行価格）と同額で、当該取得日に残存する第 10 回新株

予約権の全部又は一部を取得することができます。 

上記各号については、金融商品取引法に基づく有価証券届出書の届出

の効力発生を条件といたします。 
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【第 11回新株予約権発行に係る募集】 

（１） 割 当 日 平成 30年４月 23日 

（２） 新株予約権の総数 572個 

（３） 発 行 価 額 総額 5,605,600円（新株予約権１個につき 9,800円） 

（４） 
当 該発 行に よる 

潜 在 株 式 数 
5,720,000株（新株予約権１個につき 10,000株） 

（５） 調 達 資 金 の 額 

806,405,600円 

（内訳）新株予約権発行による調達額：5,605,600円 

    新株予約権行使による調達額：800,800,000円 

（６） 行 使 価 額 １株当たり 140円（固定） 

（７） 
募集又は割当方法 

（ 割当 予定 先） 
第三者割当の方法により、マイルストーン社に対して割り当てます。 

（８） そ の 他 

①行使価額及び対象株式数の固定 

第 11 回新株予約権は、行使価額固定型であり、行使価額修正条項付

きのいわゆる MSCBや MSワラントとは異なるものです。 

②行使条件等 

第 11 回新株予約権には、第 11 回新株予約権の行使により、行使に係

る第 11 回新株予約権の新株予約権者が保有することとなる当社株式

総数が、第 11 回新株予約権の発行決議日（平成 30 年４月６日）時点

における当社発行済株式総数（22,284,620 株）の 10％（2,228,462

株）を超えることとなる場合の、当該 10％を超える部分に係る新株予

約権の行使はできません。 

③新株予約権の取得 

当社は、第 11 回新株予約権の割当日から６か月を経過した日以降い

つでも、当社は取締役会により第 11 回新株予約権を取得する旨及び

第 11 回新株予約権を取得する日（以下、「取得日」といいます。）を

決議することができ、当該取締役会決議の後、取得の対象となる第 11

回新株予約権の新株予約権者に対し、取得日の通知又は公告を当該取

得日の 20 営業日前までに行うことにより、取得日の到来をもって、

第 11 回新株予約権１個につき第 11 回新株予約権１個当たりの払込金

額（発行価格）と同額で、当該取得日に残存する第 11 回新株予約権

の全部又は一部を取得することができます。 

上記各号については、金融商品取引法に基づく有価証券届出書の届出の

効力発生を条件とします。 
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２．募集の目的及び理由 

（１）本資金調達の目的及び理由 

当社グループは、平成 28 年２月 12 日付「新経営方針について」で発表したとおり、「コミュニ

ケーション・プラットフォームの提供」及び「ネットとリアルの融合」の事業拡大方針を掲げ、Ｍ

＆Ａ等を積極的に活用して事業を進めてまいりました。また、当社グループは、平成 28 年５月 16

日付「会社分割による持株会社体制への移行、商号の変更及び定款の一部変更に関するお知らせ」

で発表したとおり、平成 28 年８月１日を効力発生日として持株会社体制に移行しており、上記のと

おり、組織再編に加えてＭ＆Ａ等も進めたことにより、様々な事業を営む子会社を有するグループ

となっております。また、当社グループは、長年の技術開発により、音声や映像のメディア処理や

ＩＰ電話のコア技術を保有し、様々なコミュニケーション・プラットフォームを、通信事業者や国

内大手メーカに提供してまいりました。更に、Ｍ＆Ａ等を積極的に推し進めることにより、グルー

プとして様々なノウハウを獲得すると共に、格安ＳＩＭサービス『ロケットモバイル』を提供する

ＭＶＮＯ事業をグループの提供事業の一部とするなど、ＩｏＴ分野への対応も通信サービスとソフ

トウェア提供の両面から積極的に対応しております。 

当社は、平成 29 年２月 13 日付「子会社（株式会社筆まめ）の株式譲渡に関する基本合意のお知

らせ」で発表したとおり、株式会社筆まめの全株式の譲渡を行い、また、平成 29 年 12 月 27 日付

「子会社（株式会社グッドスタイルカンパニー）の株式の一部譲渡に関するお知らせ」で発表した

とおり、株式会社グッドスタイルカンパニーの一部株式の譲渡を行いましたが、かかる株式譲渡に

ついて当社が受領した代金については、Ｍ＆Ａ等実施後のグループ体制、Ｍ＆Ａにより取得した子

会社の体制の整備その他様々な整備、並びにＭ＆Ａ等実施後の「コミュニケーション・プラット

フォームの提供」及び「ネットとリアルの融合」の事業展開に係るソフトウェア開発等に既に全額

充当しております。当社は、新たな「コミュニケーション・プラットフォームの提供」及び「ネッ

トとリアルの融合」に係る事業についてソフトウェア開発等に投資を行ってきたものの、いずれも

技術的に新しい事業分野であるため、需要の喚起・顕在化には時間がかかることもあり、当初想定

していたよりも事業展開に一定の時間を要しており、現時点において、利益を計上するには至って

おりません。また、当社は平成 24 年３月期以降、最終利益が赤字となっており、足元の運転資金が

不足しておりました。そこで、当社は、平成 30 年３月 30 日に本資金調達の割当予定先の一つであ

るマイルストーン社から２億円の借入を行い、足元の運転資金を確保いたしましたが、今後、事業

を安定的に展開するためには、まずは足元の運転資金への不安を払しょくすることが急務でありま

す。 

また、上記「Ⅰ．資本業務提携の概要 １．本資本業務提携の理由」に記載のとおり、当社は、

大洋システムテクノロジー社との間で本資本業務提携を行うことを決議しております。 

以上のような状況及び「（２）本資金調達方法を選択した理由」に記載の内容に鑑み、当社は、運

転資金及びボイスコンピューティング事業開発への取組みを実行する資金を獲得するため、本資金

調達を行うことを決定いたしました。 

当社は、調達される資金を①借入金返済、②運転資金、③ボイスコンピューティング事業開発資

金及び④ボイスコンピューティング事業開発のためのＭ＆Ａ等の資金に充当して、今後の成長基盤

の確立と中長期的な企業価値の向上を図ることを企図しており、本資金調達は既存株主の皆様の利

益に資するものと考えております。 

 

（２）本資金調達方法を選択した理由 

当社は、本資金調達を実施するにあたり、各種資金調達方法について慎重に比較検討を進めてま

いりました。その結果、第三者割当による本新株式、本新株予約権付社債及び本新株予約権の発行

を組み合わせた資金調達を行うことが最適であるとの結論に至りました。以下は、本資金調達方法

を選択した具体的な検討内容であります。 
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【その他の資金調達方法の検討】 

当社は、この度の資金調達に際して、第三者割当の他、金融機関からの借入、公募増資、ライ

ツ・オファリング、株主割当増資等の資金調達手段を検討いたしました。間接金融（金融機関から

の借入）による資金調達は、当社の現在の業績の状況を踏まえれば、困難と考えられます。また、

必要な調達資金全額を借入金によって賄った場合の返済や金利は、短期的なキャッシュ・フローを

悪化させる恐れがあります。そのため、既存株主の皆様の株式の希薄化というリスクを懸念しつつ

も、直接金融に依拠せざるを得ない状況であります。そこで、数ある直接金融の手法から資金調達

手法を選択するにあたり、昨今の相場環境に鑑みて、既存株主の皆様の利益に充分配慮した仕組み

を備えた手法であるかどうかを重視して以下の資金調達方法を検討いたしました。 

公募増資及びコミットメント型のライツ・オファリングについては、第三者割当の方法に比べ、

時間を要し、調達に要するコストも割高であること、また、過去連続して赤字を計上している当社

の業績や無配が続いている現状から引受先を選定することが困難であること及び昨今の金融情勢・

資本市場の状況を勘案した結果、今回の資金調達方法として適当ではないと判断いたしました。ま

た、株主割当増資、ノン・コミットメント型ライツ・オファリング、及び新株予約権の上場を伴わ

ない新株予約権無償割当による資金調達については、払込みを行うか否かが株主又は新株予約権者

の判断となるため、当社の必要とする資金調達を行うことができるか否かが不確定であり、また、

第三者割当の方法に比べ時間を要することから、今回の資金調達方法として適当ではないと判断い

たしました。 

この点、今回の割当予定先に対する本新株式、本新株予約権付社債及び本新株予約権の発行を組

み合わせた資金調達方法は、新株式の発行により当社の当面の資金需要に対処するとともに、新株

予約権及び新株予約権付社債の発行を組み合わせることで、一度に生じる希薄化の規模を抑制し株

価への下落圧力を可及的に軽減し、既存株主の皆様の利益に充分に配慮しながら継続的な運転資金、

ボイスコンピューティング事業開発資金及びＭ＆Ａ等のための資金を調達したいという当社のニー

ズを充足し得るものであり、現時点における最良の選択肢であると判断し、その発行を決議いたし

ました。 

【本資金調達方法を選択した理由】 

前記「Ⅰ．資本業務提携の概要」に記載のとおり、当社は割当予定先である大洋システムテクノ

ロジー社と業務提携を進めることを予定しており、更に資本提携としての新株式の引受けと、状況

に応じて出資比率を柔軟に対応できる第 10 回新株予約権の組み合わせで引き受けていただくことと

なりました。第 10 回新株予約権には、業務提携により進めるボイスコンピューティング事業開発の

進捗に応じて段階的に資金調達を行うことを可能とし、また、権利行使による株式価値の急激な希

薄化を抑制することを目的として、新株予約権の割当日から６か月を経過した日までは全ての新株

予約権について権利行使することができず、１年を経過した日までは割り当てられた新株予約権の

うち 358個については権利行使することができない旨の行使条件を設定しております。 

また、当社が本資本業務提携先以外の資金調達候補先に対して求めた点として、(ⅰ)純投資であ

ることの表明と実際に純投資実績を有することに加えて、当社の事業内容や中長期事業計画につい

て当社の経営方針を尊重していただけること、(ⅱ)既存株主の株式価値の急激な希薄化をもたらさ

ないよう市場株価に留意しつつ新株予約権付社債の転換又は新株予約権の行使を行うこと、(ⅲ)株

式流動性の向上に寄与するために、取得した株式を相対取引ではなく市場で売却すること、(ⅳ)環

境や状況の変化に応じて当社がより有効な資金調達手段を見出せた場合に迅速に買戻しが実行でき

るように取得条項を付すこと、（ⅴ)先買権のような将来のファイナンスに制約をもたらす可能性の

ある条件を一切付さないこと等であります。このような中、資金調達候補の一つであったマイルス

トーン社との間で協議を重ねた結果、同社からこれらの当社の要望を受け入れた上で本資金調達の

うち、本新株予約権付社債及び第 11 回新株予約権の引受けに応じることが可能であるとの回答が得

られました。結果として、当社が選択した本資金調達方法は、他の資金調達方法と比較して以下の

点が優れているものと判断しております。 
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①株式価値希薄化への配慮 

原則として、本新株予約権付社債の転換価額及び第 11 回新株予約権の行使価額は、一定の金額

で固定されており、下方修正されるものではなく、当初の予定よりも発行される当社株式が増加

し、更なる希薄化が生じる可能性はなく、また、当社の業績・株式市況環境により株価が転換価

額及び行使価額を上回らない場合、本新株予約権付社債の転換と第 11 回新株予約権の行使は行わ

れない可能性が高く、本資金調達がもたらす希薄化の影響は、新株式のみを一度に発行する場合

と比べて抑制できると考えられます。 

②流動性の向上 

本新株式の発行、本新株予約権付社債の転換及び本新株予約権の行使による発行株式総数

14,297,171株は、当社発行済株式総数 22,284,620 株の 64.16％（小数点第３位以下を四捨五入し

て算出しております。）であり、本資本業務提携先以外の割当予定先であるマイルストーン社によ

る本新株予約権付社債の転換及び第 11 回新株予約権の行使により発行される当社株式を、順次市

場にて売却することで、流動性の向上が見込まれます。また、本新株予約権付社債及び本新株予

約権は、転換価額及び行使価額が固定されていることから、株価が転換価額又は行使価額を下回

る場合には転換又は行使は進まないため、本資金調達による株価下落リスクは限定的であると考

えております。また、株価が転換価額・行使価額を上回った場合、マイルストーン社は自己の判

断で本新株予約権付社債及び第 11 回新株予約権を転換・行使することができますが、マイルス

トーン社の当社への投資目的は純投資であり、同社が大株主として長期保有しないことを担保す

るため、当社発行済株式総数（22,284,620 株）の 10％（2,228,462 株）を超えることとなる場合

の、当該 10％を超える部分に係る本新株予約権付社債の転換及び第 11 回新株予約権の行使はで

きない旨の行使条件が付されております。当該行使条件を付すことにより、当社は、既存株主の

皆様の株式価値希薄化に配慮しつつ資金調達を行うことが可能になると考えております。 

③資金調達の柔軟性 

本新株予約権には取得条項が付されており、新株予約権の割当日から６か月を経過した日以降

いつでも、当社取締役会決議により、当該取得日の 20 営業日前までに割当予定先に対して取得日

の通知を行ったうえで、払込金額と同額で当社が取得することが可能となっております。また、

本新株予約権付社債には繰上償還条項が付されており、本社債の金額額面 100 円につき金 100 円

の割合で、繰上償還日まで（当日を含む。）の未払経過利息及び未払残高の支払とともに、繰上償

還することが可能となっております。これらにより、当社がより有利な資金調達方法、若しくは

より有利な割当先が確保できた場合はそちらに切り替えることが可能となります。 

 

３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（１）調達する資金の額 

調達する資金の総額 2,008,754,000円 

内訳（本新株式の発行による調達額） 200,004,000円 

  （本新株予約権付社債の発行による調達額） 200,000,000円 

  （第 10回新株予約権の発行による調達額） 1,544,400円 

（第 10回新株予約権の行使による調達額） 800,800,000円 

  （第 11回新株予約権の発行による調達額） 5,605,600円 

（第 11回新株予約権の行使による調達額） 800,800,000円 

発行諸費用の概算額 23,700,000円 

差引手取概算額 1,985,054,000円 

（注）１．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 

２．発行諸費用の概算額の内訳は、弁護士・新株予約権評価・その他アドバイザリー業務費用

13,450,000 円、登記費用関連費用 7,400,000 円、その他諸費用（株式事務手数料・外部調

査費用等）2,850,000円となります。 
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３．本新株予約権の行使期間内に本新株予約権の行使が行われない場合及び当社が本新株予約

権を消却した場合には、上記差引手取概算額は減少します。 

 

（２）調達する資金の具体的な使途 

 具体的な使途 金 額（百万円） 支出予定時期 

① 借入金返済 200 平成 30年４月 

② 運転資金 405 平成 30年４月～平成 31年３月 

③ ボイスコンピューティング事業開発資金 400 平成 30年４月～平成 33年３月 

④ 
ボイスコンピューティング事業開発のため

のＭ＆Ａ等の資金 
980 平成 30年６月～平成 32年４月 

①借入金返済：200百万円 

平成 30 年３月 30 日付で割当予定先のマイルストーン社から、人件費に係る運転資金として借り入

れた借入金 200百万円の返済に充当いたします。 

②運転資金：405百万円 

当社が進めている現在の「コミュニケーション・プラットフォームの提供」及び「ネットとリアル

の融合」に係る事業においては、新たなソフトウェア関連サービスや製品に関する取組みが多く、収

益拡大には一定の時間を要している状況にあります。これらの既存事業やボイスコンピューティング

事業が軌道に乗るまでの期間の、主に開発/営業/間接業務に係る人件費に係る運転資金として、405

百万円を想定しております。 

③ボイスコンピューティング事業開発資金：400百万円 

新たなサービスとして期待されるボイスコンピューティング分野の研究開発に要する費用として

400 百万円を想定しております。研究開発においては、ＡＩ技術、スマート・スピーカーの応用開発

技術及び多点間コミュニケーション技術を重点テーマとして、３年間に渡って３種類の異なるソフト

ウェア開発を進めることを予定しており、主な内訳としては、ソフトウェア開発に係る人件費：364

百万円、機器等諸経費：36 百万円となります。なお、開発項目の優先度や開発内容につきましては、

最新時点における市場動向や需要を見極めながら慎重かつ柔軟に判断し、適切に資金を充当してまい

ります。 

④ボイスコンピューティング事業開発のためのＭ＆Ａ等の資金：980百万円 

ボイスコンピューティング事業開発は、複数の最先端技術分野を取り扱う必要があり、必ずしも現

在の当社グループが全ての技術分野に精通している訳ではないため、当社グループのみで当該事業開

発を行うには相応の時間が必要となることが見込まれます。また、研究開発の成果の販売を成功につ

なげるためには、早期に顧客を獲得する必要もあります。ビジネスチャンスを早く捉え、事業開発を

迅速に進めるためには、既に技術資産や顧客資産を有する企業を対象としたＭ＆Ａ等を併用すること

が得策と考え、現時点においては買収又は出資の投資規模として 980百万円を想定しております。 

なお、Ｍ＆Ａ等については、現時点で決定した案件はありませんが、上記資金により２社程度の買

収又は出資を行うことを予定しております。これは、当社のこれまでのＭ＆Ａの実績から、主に人

的・金銭的リソースの観点で、小規模な案件を多数扱うよりも、少数の大規模な案件を扱う方が効率

が良いと判断していることによります。支出は各Ｍ＆Ａ等の案件の進捗に応じて、段階的に行われる

こととなります。現時点で支出予定時期を具体的に想定することは困難ですが、具体的な資金使途が

確定した場合は、適切に開示いたします。また、Ｍ＆Ａ等の資金の支出予定期間内において、当社が

希望する条件のＭ＆Ａ等の案件が成立に至らなかった場合であっても、引き続き、案件の発掘・選定

を継続し、具体的な案件が成約した段階で資金を充当する予定であり、現時点において代替使途は想

定しておりません。 
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（注）１．本新株予約権の行使による調達額につきましては、本新株予約権が行使されない場合又は本

新株予約権を消却した場合には、当初の計画どおりに資金調達ができない可能性があります。

資金調達できない場合は、他の資金調達により充当、又は、中止・規模縮小等により対応す

る予定であります。 

２．本転換社債型新株予約権の発行により得た資金は、①借入金返済に充当いたします。また、

本新株式の発行により得た資金は、当社の財務状況や市場動向に応じて、②運転資金又は③

ボイスコンピューティング事業開発資金に適切に配分し、充当することを予定しております。

更に本新株予約権の発行及び行使により得た資金は、当社の財務状況、市場動向、Ｍ＆Ａ等

の案件の獲得状況に基づき、②運転資金、③ボイスコンピューティング事業開発資金又は④

ボイスコンピューティング事業開発のためのＭ＆Ａ等の資金に適切に配分して充当すること

を予定しております。 

３．調達資金を実際に支出するまでは、銀行口座にて管理いたします。 

 

４．資金使途の合理性に関する考え方 

当社は、この度調達した資金により、運転資金を確保し、また、ボイスコンピューティング事業開

発を通じて中長期的な企業価値の向上を図ることを目的としており、かかる資金使途は合理的である

と判断しております。従いまして、今回の資金調達は、中長期的な企業価値の向上により既存株主の

皆様の利益にも資するものと考えております。 

 

５．発行条件等の合理性 

（１）払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

①本新株式 

本新株式の発行価額につきましては、直近の株価が現在の当社及び外部環境を反映した客観的な

評価であると判断し、新株式発行に係る取締役会決議日前営業日（平成 30 年４月５日)の株式会社

東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱグロース市場（以下「ＪＡＳＤＡＱ」という。）における普通取引の終

値である 155 円を基準とし、１株 140 円（ディスカウント率 9.68％）といたしました。当該発行価

額の決定につきましては、本新株式の発行により生じる希薄化等を勘案しつつ、大洋システムテク

ノロジー社との本資本業務提携により業績向上が期待できることを考慮し、割当予定先と協議・交

渉した結果、上記の条件により発行価額を決定することが合理的であると判断したものです。 

なお、本新株式の発行価額の当該直前営業日までの１か月間の終値平均 157 円に対する乖離率は

－11.0％、当該直前営業日までの３か月間の終値平均 160 円に対する乖離率は－12.8％、当該直前

営業日までの６か月間の終値平均 169円に対する乖離率は－17.0％となっております。 

②本新株予約権付社債 

当社は、本新株予約権付社債の発行価額を決定するにあたり、発行要項及び割当契約に定められ

た諸条件を考慮した本新株予約権付社債の価格の評価を第三者算定機関である株式会社プルータ

ス・コンサルティングに依頼しました。当該機関は、一般的な価格算定モデルであるモンテカル

ロ・シミュレーションを基礎として、当社の株価（155 円）、転換価額（140 円）、配当率（０％）、

権利行使期間（２年間）、無リスク利子率（－0.139％）、株価変動性（58.7％）、当社と割当予定先

であるマイルストーン社の行動等について一定の前提（当社は基本的には割当先の転換を待つが、

株価が転換価額の 250％まで上昇した場合は、本新株予約権付社債を取得すること。割当予定先は

当社株価が権利転換価額を上回っている場合に随時権利行使を行い、取得した株式を１日当たりの

売買出来高の約７％の範囲で売却すること）を置いて評価を実施しました。 

当社は、評価機関による評価結果（新株予約権付社債１個当たり 9,850,000 円）を基に割当予定

先であるマイルストーン社と交渉した結果、本新株予約権付社債の１個当たりの払込金額を、当該

評価結果を上回る 10,000,000円（額面 100円につき金 100円）といたしました。また、本新株予約

権付社債の転換価額を、当該発行に係る取締役会決議日の直前営業日（平成 30 年４月５日）のＪＡ

ＳＤＡＱにおける当社普通株式の普通取引の終値である 155 円を参考とし、１株当たり 140 円
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（ディスカウント率 9.68％）に決定いたしました。当該転換価額の決定については、当社の業績動

向、財務状況、株価動向等を勘案し、割当予定先と協議した上で総合的に判断したものであります。 

なお、本新株予約権付社債の転換価額の当該直前営業日までの１か月間の終値平均 157 円に対す

る乖離率は－11.0％、当該直前営業日までの３か月間の終値平均 160 円に対する乖離率は－12.8％、

当該直前営業日までの６か月間の終値平均 169円に対する乖離率は－17.0％となっております。 

③第 10回新株予約権 

当社は、第 10 回新株予約権の発行価額を決定するにあたり、発行要項及び割当契約に定められた

諸条件を考慮した第 10 回新株予約権の公正価値の評価を第三者算定機関である株式会社プルータ

ス・コンサルティングに依頼しました。当該機関は、一般的な価格算定モデルであるモンテカル

ロ・シミュレーションを基礎として、当社の株価（155 円）、行使価額（140 円）、配当率（０％）、

権利行使期間（２年間）、無リスク利子率（－0.139％）、株価変動性（58.7％）、当社及び割当予定

先である大洋システムテクノロジー社の行動等について一定の前提（当社は基本的には割当先の権

利行使を待つが、発行の６か月後以降、株価が行使価額の 250％まで上昇した場合は、第 10 回新株

予約権を取得すること。割当予定先は当社株価が行使価額を上回っている場合に権利行使が可能と

なった新株予約権を５個ずつ随時権利行使を行い、取得した株式は長期保有すること。）を置いて評

価を実施しました。 

当社は、評価機関による評価結果（新株予約権１個当たり 2,700 円）を基に割当予定先である大

洋システムテクノロジー社と交渉した結果、第 10 回新株予約権の１個当たりの払込金額を当該評価

結果と同額である 2,700 円に、また、行使価額については、当該発行に係る取締役会決議日の直前

営業日（平成 30年４月５日）のＪＡＳＤＡＱにおける当社普通株式の普通取引の終値である 155円

を参考とし、１株当たり 140 円（ディスカウント率 9.68％）といたしました。当該行使価額の決定

については、当社の業績動向、財務状況、株価動向等を勘案し、割当予定先と協議した上で総合的

に判断したものであります。 

なお、第 10回新株予約権の行使価額の当該直前営業日までの１か月間の終値平均 157円に対する

乖離率は－11.0％、当該直前営業日までの３か月間の終値平均 160 円に対する乖離率は－12.8％、

当該直前営業日までの６か月間の終値平均 169円に対する乖離率は－17.0％となっております。 

④第 11回新株予約権 

当社は、第 11 回新株予約権の発行価額を決定するにあたり、発行要項及び割当契約に定められた

諸条件を考慮した第 11 回新株予約権の公正価値の評価を第三者算定機関である株式会社プルータ

ス・コンサルティングに依頼しました。当該機関は、一般的な価格算定モデルであるモンテカル

ロ・シミュレーションを基礎として、当社の株価（155 円）、行使価額（140 円）、配当率（０％）、

権利行使期間（２年間）、無リスク利子率（－0.139％）、株価変動性（58.7％）、当社及び割当予定

先であるマイルストーン社の行動等について一定の前提（当社は基本的には割当先の権利行使を待

つが、発行の６か月後以降、株価が行使価額の 250％まで上昇した場合は、第 11 回新株予約権を取

得すること。割当予定先は当社株価が行使価額を上回っている場合に権利行使が可能となった新株

予約権を５個ずつ随時権利行使を行い、取得した株式を１日当たりの売買出来高の約５％の範囲で

売却すること。）を置いて評価を実施しました。 

当社は、評価機関による評価結果（新株予約権１個当たり 9,800 円）を基に割当予定先であるマ

イルストーン社と交渉した結果、第 11 回新株予約権の１個当たりの払込金額を当該評価結果と同額

である 9,800 円に、また、行使価額については、当該発行に係る取締役会決議日の直前営業日（平

成 30年４月５日）のＪＡＳＤＡＱにおける当社普通株式の普通取引の終値である 155円を参考とし、

１株当たり 140 円（ディスカウント率 9.68％）といたしました。当該行使価額の決定については、

当社の業績動向、財務状況、株価動向等を勘案し、割当予定先と協議した上で総合的に判断したも

のであります。 

なお、第 11回新株予約権の行使価額の当該直前営業日までの１か月間の終値平均 157円に対する

乖離率は－11.0％、当該直前営業日までの３か月間の終値平均 160 円に対する乖離率は－12.8％、

当該直前営業日までの６か月間の終値平均 169円に対する乖離率は－17.0％となっております。 
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以上のことから、本新株式の発行価額、本新株予約権付社債の発行価額及び転換価額、並びに本

新株予約権の発行価額及び行使価額については、適正かつ妥当な価額であり、これらの発行は有利

発行には該当しないものと判断いたしました。この判断に基づいて、当社取締役会では、このたび

調達する資金を①借入金返済、②運転資金、③ボイスコンピューティング事業開発資金及び④ボイ

スコンピューティング事業開発のためのＭ＆Ａ等の資金に充当し、事業の拡大を図るという今回の

資金調達の目的、他の調達手段の選択肢を考慮するとともに、本新株式、本新株予約権付社債及び

本新株予約権の発行条件について十分に討議、検討を行い、出席取締役全員の賛成により本新株式、

本新株予約権付社債及び本新株予約権の発行につき決議いたしました。 

なお、当社監査役３名全員（内２名は社外監査役）から、本新株式、本新株予約権付社債及び本

新株予約権の発行は、有利発行には該当せず適法である旨の意見を得ております。当該意見におい

ては、本新株式の発行価額は、当社株式の価値を客観的に反映した市場株価を基準にしており、不

合理な点はないこと、ディスカウント率については日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに

関する指針」に照らして特に有利な払込金額に該当するものではないことに加え、本新株予約権付

社債の発行価額及び本新株予約権の発行価額の算定にあたり第三者評価機関である株式会社プルー

タス・コンサルティングが、本新株予約権付社債及び本新株予約権の転換価額・行使価額、当社株

式の市場売買高及び株価、権利行使期間、株価変動性、金利等の本新株予約権付社債及び本新株予

約権の公正価値に影響を及ぼす可能性のある事象を前提とし、かつ、新株予約権の評価額の算定手

法として一般的に用いられているモンテカルロ・シミュレーションを用いて公正価値を算定してい

ることから、第三者評価機関による公正価値の評価額は適正かつ妥当な価額と解されるところ、当

該評価額を踏まえて決定された発行価額による本新株予約権付社債及び本新株予約権の発行は有利

発行には該当しないと考えている旨が述べられております。 

 

（２）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

本新株式の発行株式数は 1,428,600株（議決権数 14,286個）であり、当社の発行済株式総数（平

成 30年３月 31日現在、以下同じ）22,284,620株に対して 6.41％（当社議決権総数 222,827個に対

しては 6.41％）、本新株予約権付社債の転換による発行株式数は 1,428,571 株（議決権数 14,285

個）であり、当社発行済株式総数に対して 6.41％（議決権総数に対して 6.41％）、第 10回新株予約

権の行使による発行株式数は 5,720,000株（議決権数 57,200個）であり、発行済株式総数に対して

25.67％（議決権総数に対しては 25.67％）、第 11 回新株予約権の行使による発行株式数は

5,720,000 株（議決権数 57,200 個）であり、発行済株式総数に対して 25.67％（議決権総数に対し

ては 25.67％）であり、本資金調達による希薄化の合計は 64.16％（議決権ベースで 64.16％）であ

ります。そのため、今回の第三者割当は、既存株主の皆様に対して 25％以上となる大規模な希薄化

が生じることとなります。 

当社としましては、中長期的に企業価値及び株主価値の向上を実現するためには、当社が必要と

する資金を迅速に調達する必要があると考えております。また、本新株式、本新株予約権付社債及

び本新株予約権に係る発行数量は、純資産の充実という観点から、純資産を早期に回復するため、

及び当社の資金需要に対応する資金を確保できるよう、決定したものであります。また、本新株予

約権付社債及び第 11 回新株予約権の割当予定先であるマイルストーン社のこれまでの実績によれば、

マイルストーン社は割り当てられた新株予約権等の行使を順調に行っており、また、第 11 回新株予

約権は一定の条件下で当社の取得が可能となる取得条項があるため、第 11 回新株予約権の行使が促

され資金確保を進めることができると考えております。 

なお、本新株予約権付社債及び本新株予約権は、転換価額及び行使価額が固定されていることか

ら、株価が転換価額又は行使価額を下回る場合には転換又は行使は進まないため、本資金調達によ

る株価下落リスクは限定的であると考えております。また、本新株予約権付社債の転換価額及び本

新株予約権の行使価額は、いずれも１株当たり 140円であります。これは平成 29年３月期の１株当

たり連結純資産である 57.37 円を上回っております。よって、当社普通株式の市場株価が転換価額
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及び行使価額を上回って推移するよう経営努力を先行させ、本新株予約権付社債の転換及び本新株

予約権の行使を促進することで、自己資本が増強され、１株当たり連結純資産の改善を図ることが

可能であると考えております。 

また、取得条項に基づき一定条件を満たせば残存する本新株予約権の全部又は一部を当社が取得

することも可能であることから、株式の急激な希薄化を抑制することが可能であり、当社の株価が

上昇し、より有利な条件での資金調達手段が見つかるなどした場合は、その時点で残存する本新株

予約権を取得する予定です。加えて、本新株予約権付社債には繰上償還条項が付されており、本社

債の金額額面 100 円につき金 100 円での割合で、繰上償還日までの未払経過利息及び未払残高の支

払とともに、繰上償還することが可能となっております。 

また、マイルストーン社につきましては、純投資目的での引受けを表明しており、当社の株価動

向に応じて投資資金の回収を図るために本新株予約権の行使及び本新株予約権付社債の転換を行い、

当社株式を売却することとなります。当社株式の直近６か月間の１日当たりの平均出来高は

227,843 株となっており、一定の流動性を有しておりますが、本新株予約権付社債及び第 11 回新株

予約権が全て転換又は行使された場合の最大交付株式数は 7,148,571 株となります。本新株予約権

付社債及及び第 11 回新株予約権の行使期間である２年間（492 営業日で計算）にわたって平均的に

転換・行使、売却が行われると仮定した場合の１日当たりの売却数量は 14,530 株となり、上記直近

６か月間の１日当たりの平均出来高の 6.4％となっております。また、市場での流通する当社株式

が増加することで株式流動性が高まり、株価に与える影響は限定的かつ、消化可能なものと考えて

おります。 

上記のとおり、本第三者割当は既存株主の皆様に対しては一定の希薄化は伴いますが、財務基盤

の改善、成長投資を行うことによる売上拡大及び運転資金の確保等が見込まれ、本新株式と本新株

予約権付社債及び本新株予約権は将来にわたる当社の収益性の向上に寄与すると判断いたしました。

また、資本業務提携先である大洋システムテクノロジー社との間で今後強固な関係を確立し、中長

期的には、企業価値及び株主価値の向上に資すると見込まれることから、本新株式と本新株予約権

付社債及び本新株予約権は既存株主の皆様にも理解いただくことができる内容であると考えており、

発行数量及び株式の希薄化の規模において合理性があるものと考えております。 

しかしながら、本新株式と本新株予約権付社債及び本新株予約権は、上記のとおり既存株主の皆

様に対して 25％以上となる大規模な希薄化を生じさせることを内容としているため、株式会社東京

証券取引所の定める有価証券上場規程第 432 条の定めに従い、必要な手続きを進めております。具

体的には、後記「９．企業行動規範上の手続きに関する事項」をご参照ください。 

 

６．割当先の選定理由等 

（１）割当予定先の概要 

①本新株式及び第 10回新株予約権 

前記「Ⅰ．資本業務提携の概要 ３．本資本業務提携の相手先の概要」に記載のとおりでありま

す。 

（注）当社は、大洋システムテクノロジー社から、反社会的勢力との関係がない旨の表明書を受領

しております。また、当社においても独自に専門の調査機関（株式会社ＪＰリサーチ＆コン

サルティング 東京都港区）に調査を依頼し、同社より平成 30 年２月 21 日付で調査報告書

を受領しました。当該調査報告書において、割当予定先、当該割当予定先の役員又は主要株

主（主な出資者）が反社会的勢力等とは一切関係がないことを確認しており、その旨の確認

書を株式会社東京証券取引所に提出しています。 
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②本新株予約権付社債及び第 11回新株予約権（平成 30年３月 31日現在） 

（１） 名 称 マイルストーン・キャピタル・マネジメント株式会社 

（２） 所 在 地 東京都千代田区大手町一丁目６番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 浦谷 元彦 

（４） 事 業 内 容 投資事業 

（５） 資 本 金 10百万円 

（６） 設 立 年 月 日 平成24年２月１日 

（７） 発 行 済 株 式 数 200株 

（８） 決 算 期 １月 

（９） 従 業 員 数 ４人 

（10） 主 要 取 引 先 株式会社ＳＢＩ証券 

（11） 主 要 取 引 銀 行 株式会社みずほ銀行 

（12） 大株主及び持株比率 浦谷 元彦 100％ 

（13） 当事会社間の関係  

 

 

 

資 本 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はありません。ま

た、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社との

間には、特筆すべき資本関係はありません。 

 

 

 

人 的 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はありません。ま

た、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社との

間には、特筆すべき人的関係はありません。 

 

 

 
取 引 関 係 

当社は平成 30年３月 30日に当該会社から運転資金として 200百万円

を借り入れております。なお、当社の関係者及び関係会社と当該会社

の関係者及び関係会社との間には、特筆すべき取引関係はありませ

ん。 

 

 

 

関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、当該会社の

関係者及び関係会社は、当社の関連当事者には該当しません。 

（14） 最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 27年１月期 平成 28年１月期 平成 29年 1月期 

 純 資 産 389 938 936 

 総 資 産 1,573 1,962 1,632 

 １ 株 当 た り 純 資 産 ( 円 ) 1,949,886 4,693,188 4,681,120 

 売 上 高 4,629 4,465 1,266 

 営 業 利 益 497 971 3 

 経 常 利 益 501 950 6 

 当 期 純 利 益 291 548 △2 

 １株当たり当期純利益(円) 1,455,025 2,743,301 △12,067 

 １ 株 当 た り 配当金(円) - - - 

（単位：百万円。特記しているものを除く。） 

（注）１．マイルストーン・キャピタル・マネジメント株式会社は、平成 24年２月１日にマイルストー

ン・アドバイザリー株式会社（平成 21年２月設立、旧商号：マイルストーン・キャピタル・

マネジメント株式会社）による新設分割により設立されております。 
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２．当社は、マイルストーン社から、反社会的勢力との関係がない旨の表明書を受領しておりま

す。また、当社においても独自に専門の調査機関（株式会社リアル・レピュテーション・リ

サーチ 東京都港区）に調査を依頼し、同社より平成 30 年３月 7 日付で調査報告書を受領し

ました。当該調査報告書において、割当予定先、当該割当予定先の役員又は主要株主（主な

出資者）が反社会的勢力等とは一切関係がないことを確認しており、その旨の確認書を株式

会社東京証券取引所に提出しています。 

 

（２）割当予定先を選定した理由 

①株式会社大洋システムテクノロジー 

大洋システムテクノロジー社を今回の本新株式及び第 10 回新株予約権の割当予定先として選定し

た理由は、前記「Ⅰ．資本業務提携の概要 １．本資本業務提携の理由」に記載のとおりでありま

す。当社は、同社との業務提携を盤石なものとするため、同社に資本提携としての新株式と状況に

応じて出資比率を柔軟に対応できる第 10 回新株予約権の組み合わせで引受けていただくことし、同

社を本新株式及び第 10回新株予約権の割当予定先として選定いたしました。 

②マイルストーン・キャピタル・マネジメント株式会社 

マイルストーン社を今回の本新株予約権付社債及び第 11 回新株予約権の割当予定先として選定し

た理由は、以下のとおりであります。 

当社事業の進捗を図るため必要となる継続的な資金調達方法について、どのような方法が当社に

とって最良の資金調達方法であるかを検討してまいりました。当社は、本新株予約権付社債及び第

11 回新株予約権の割当予定先の選定にあたっては、経営への介入を排除すべく、(ⅰ)純投資である

ことの表明と実際に純投資実績を有することに加えて、当社の事業内容や中長期事業計画について

当社の経営方針を尊重していただけること、(ⅱ)既存株主の株式価値の急激な希薄化をもたらさな

いよう市場株価に留意しつつ新株予約権付社債の転換又は新株予約権の行使を行うこと、(ⅲ)株式

流動性の向上に寄与するために、取得した株式を相対取引ではなく市場で売却すること、（ⅳ）環境

や状況の変化に応じて当社がより有効な資金調達手段を見出せた場合に迅速に買戻しが実行できる

ように取得条項を付すこと、（ⅴ)先買権のような将来のファイナンスに制約をもたらす可能性のあ

る条件を一切付さないことを重視し、選定を進めました。またそれと同時に、適時に必要な資金が

確保できる可能性が高いことを前提として、複数の割当予定先となり得る事業会社、投資会社等と

の協議・交渉を進めてまいりました。 

このような検討を経て、当社は、マイルストーン社に対して本新株予約権付社債及び第 11 回新株

予約権の発行を行うことといたしました。マイルストーン社は、平成 21 年２月に、代表取締役の浦

谷元彦氏により設立された、東京に拠点を置く投資事業を目的とした株式会社であり、既に日本の

上場企業約 40 社で第三者割当による新株式、新株予約権付社債及び新株予約権の引受けの実績があ

り、払込みも確実に行っております。 

マイルストーン社がこれまで引受けを行った新株予約権付社債及び新株予約権は主に転換価額又

は行使価額と目的株式数が固定された新株予約権付社債及び新株予約権であり、実質的に転換又は

行使可能となるのは発行会社の株価が転換社債型新株予約権付社債の転換価額又は新株予約権の行

使価額を上回る場合に限られます。発行会社の株価が行使価額又は転換価額を下回って推移する期

間があることを勘案いたしますと、その行使実績からは、マイルストーン社による転換社債型新株

予約権付社債の転換又は新株予約権の行使が市場動向に応じて適時に行われていると考えられます。

したがって、マイルストーン社を本新株予約権付社債及び第 11 回新株予約権の割当予定先として選

定することは、株価の推移次第ではありますが、資金確保を図るという本資金調達の目的に合致す

るものと考えております。また、第 11 回新株予約権は、一定の条件下で当社からの取得が可能とな

る取得条項があるため、現在、当社が採り得る資金調達手段の中で最良の選択肢であると判断いた

しました。なお、株価が第 11 回新株予約権の行使価額未満に低迷している場合は、第 11 回新株予

約権の行使が進まず資金を確保することが十分にできない可能性がございます。 

なお、本新株予約権付社債が全部転換され、第 11 回新株予約権が全部行使された場合、マイルス
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トーン社が当社の大株主となりますが、同社は市場動向を勘案しつつ適時株式を売却していく方針

であることを、ヒアリングにて確認しており、当社の経営方針への悪影響を防止するべく当社の経

営に介入する意思がないことにより、今般同社を本新株予約権付社債及び第 11 回新株予約権の割当

予定先として選定することといたしました。 

 

（３）割当予定先の保有方針 

①株式会社大洋システムテクノロジー 

当社は、本新株式及び第 10 回新株予約権の割当予定先である大洋システムテクノロジー社とは、

保有方針に関して特段の取り決めはありませんが、大洋システムテクノロジー社からは本新株式及

び第 10 回新株予約権の行使により交付を受けることとなる当社株式を長期保有する方針である旨、

意向を表明していただいております。 

なお、当社は、割当予定先から、本新株式の払込期日から２年以内に本新株式の全部又は一部を

譲渡した場合には、その内容を当社に対して書面により報告すること、当社が当該報告内容を株式

会社東京証券取引所に報告すること、並びに当該報告内容が公衆の縦覧に供されることに同意する

ことにつき、確約書を取得する予定であります。 

②マイルストーン・キャピタル・マネジメント株式会社 

本新株予約権付社債及び第 11 回新株予約権の割当予定先であるマイルストーン社とは、保有方針

に関して特段の取り決めはありませんが、マイルストーン社からは当社の企業価値向上を期待した

純投資である旨、意向を表明していただいております。また、本新株予約権付社債及び第 11 回新株

予約権の行使により交付を受けることとなる当社普通株式については、市場動向を勘案しながら売

却する方針と伺っております。 

 

（４）割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

①株式会社大洋システムテクノロジー 

当社は、本新株式及び第 10 回新株予約権の割当予定先である大洋システムテクノロジー社より、

同社と同一の株主を有する兄弟会社の完全子会社の預金口座の残高証明書写しを受領することで平

成 30 年３月５日時点の当該預金口座の残高を確認しました。更に同社より、当該完全子会社から大

洋システムテクノロジー社に本新株式及び第 10 回新株予約権の発行価額の払込み並びに第 10 回新

株予約権の行使価額の払込みに必要な時期までに資金移動することにより資金を確保するとの口頭

による説明を受け、同社が本新株式及び第 10 回新株予約権の引受け並びに第 10 回新株予約権の行

使に係る払込みを行うことが十分に可能である資金を保有しているものと判断いたしました。 

②マイルストーン・キャピタル・マネジメント株式会社 

当社は、マイルストーン社より、預金口座の残高照会書の写しを受領することで平成 30 年３月

22 日時点の当該預金残高を確認することにより、本新株予約権付社債及び第 11 回新株予約権の引

受けに係る払込を行うことが十分に可能である資金を保有していることを確認しております。なお、

第 11 回新株予約権の行使に当たっては、マイルストーン社は、基本的に新株予約権の行使を行い、

行使により取得した当社株式を市場で売却することにより資金を回収するという行為を繰り返して

行うことが予定されているため、一時に大量の資金が必要になることはありません。マイルストー

ン社は、当社以外の会社の新株予約権も引き受けておりますが、それらの会社においても当社と概

ね同様のスキームで、新株予約権の行使により取得した当該会社の株式を売却することにより、新

たな新株予約権の行使に必要な資金を調達することが可能である旨を聴取により確認しております。

以上より、当社はマイルストーン社が本新株予約権付社債及び第 11 回新株予約権の発行価額総額並

びに第 11 回新株予約権の行使に必要となる資金の総額の払込みに要する金額を有しているものと判

断いたしました。 
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（５）その他重要な契約等 

当社が大洋システムテクノロジー社及びマイルストーン社との間で締結した割当契約を除き、今

回当社が発行する本新株式、本新株予約権付社債及び本新株予約権に関し、割当予定先との間にお

いて締結した重要な契約はありません。 

 

７．募集後の大株主及び持株比率 

募集前（平成 30年３月 31日現在） 

募 集 後 

（本新株予約権付社債の転換及び本新株予約権の 

行使により交付される株式を考慮しない場合） 

日本証券金融株式会社 2.45％ 株式会社大洋システムテクノロジー 6.02％ 

長屋 正宏 1.71％ 日本証券金融株式会社 2.30％ 

斉藤 和伸 1.58％ 長屋 正宏 1.60％ 

千本 倖生 1.30％ 斉藤 和伸 1.48％ 

杉山 岳 1.17％ 千本 倖生 1.22％ 

村田 利文 1.04％ 杉山 岳 1.10％ 

ＪＰモルガン証券株式会社 1.03％ 村田 利文 0.98％ 

青木 仁人 1.02％ ＪＰモルガン証券株式会社 0.97％ 

畠山 敬一郎 1.01％ 青木 仁人 0.96％ 

梶 静香 0.97％ 畠山 敬一郎 0.95％ 

（注）１．上記の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて算出しております。 

２．募集前の大株主及び持株比率は、平成 30 年３月 31 日時点の株主名簿を基準としておりま

す。 

３．募集後の大株主及び持株比率は、本新株式が発行された後の数を記載しており、本新株予

約権付社債の転換及び本新株予約権の行使により交付を受けることとなる当社普通株式の

数を反映しておりません。 

４．本新株予約権付社債及び本新株予約権は、転換又は行使までは潜在株式として割当予定先

にて保有されます。行使期間は平成 30 年４月 23 日から平成 32 年４月 23 日までの発行後

２年間となっております。今後割当予定先によるそれらの転換又は行使状況及び転換又は

行使後の株式保有状況に応じて、大株主及び持株比率の状況が変動いたします。 

 

募集前（平成 30年３月 31日現在） 

募 集 後 

（本新株予約権付社債の転換及び本新株予約権の 

行使により交付される株式を考慮した場合） 

日本証券金融株式会社 2.45％ 株式会社大洋システムテクノロジー 19.54％ 

長屋 正宏 1.71％ 日本証券金融株式会社 1.49％ 

斉藤 和伸 1.58％ 長屋 正宏 1.04％ 

千本 倖生 1.30％ 斉藤 和伸 0.96％ 

杉山 岳 1.17％ 千本 倖生 0.79％ 

村田 利文 1.04％ 杉山 岳 0.71％ 

ＪＰモルガン証券株式会社 1.03％ 村田 利文 0.63％ 

青木 仁人 1.02％ ＪＰモルガン証券株式会社 0.63％ 

畠山 敬一郎 1.01％ 青木 仁人 0.62％ 

梶 静香 0.97％ 畠山 敬一郎 0.61％ 

（注）１．上記の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて算出しております。 

２．募集前の大株主及び持株比率は、平成 30 年３月 31 日時点の株主名簿を基準としておりま

す。 
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３．募集後の大株主及び持株比率は、本新株式が発行され、かつ、本新株予約権付社債及び本

新株予約権が全て転換又は行使された後の数を記載しております。 

４．本新株予約権付社債及び本新株予約権は、転換又は行使までは潜在株式として割当予定先

にて保有されます。行使期間は平成 30 年４月 23 日から平成 32 年４月 23 日までの発行後

２年間となっております。今後割当予定先によるそれらの転換又は行使状況及び転換又は

行使後の株式保有状況に応じて、大株主及び持株比率の状況が変動いたします。 

５．前記「Ⅱ．第三者割当による新株式、第１回転換社債型新株予約権付社債、第 10 回新株予

約権及び第 11 回新株予約権の発行 ６．割当先の選定理由等（３）割当予定先の保有方

針」に記載のとおり、割当予定先であるマイルストーン社は純投資の方針に基づき本新株

予約権付社債及び第 11 回新株予約権を取得するものであり、本新株予約権付社債及び第

11 回新株予約権の転換又は行使により取得する当社株式の長期保有は見込まれないため、

募集後の大株主及び持株比率には同社を記載しておりません。 

 

８．今後の見通し 

当社は、本資本業務提携及び本資金調達が、当社の財務体質の改善及び手元資金の拡充に寄与する

ものと考えておりますが、具体的に当社の業績に与える影響については精査中であり、判明次第速や

かにお知らせいたします。 

なお、当社は、平成 30 年３月 30 日付「当社出資先及び取引先である株式会社グッドスタイルカン

パニーに対する行政処分に関するお知らせ」で発表したとおり、当社の出資先及び取引先である株式

会社グッドスタイルカンパニーに対して行政処分がなされ、同社に対して当社が有している債権及び

保証債務に係る引当の必要性や発生し得る損失につきまして現在精査しております。また、当社は、

平成 29年 12月 27日付「子会社（株式会社グッドスタイルカンパニー）の株式の一部譲渡に関するお

知らせ」で発表したとおり、グッドスタイルカンパニーの株式 28株を株式会社美光に譲渡しており、

当該譲渡対価の支払いを分割払いの方法により受領することを予定しておりましたところ、上記の行

政処分がなされたため、当該譲渡対価の支払に与える影響につきましても現在精査しております。こ

れらの事情が当社の業績に重大な影響を与えることが判明した場合には、速やかにお知らせいたしま

す。 

 

９ 企業行動規範上の手続きに関する事項 

本資金調達は、希薄化率が 25％以上になることから、株式会社東京証券取引所の定める有価証券上

場規程第 432 条の定めに従い、必要な手続きを行っております。具体的には、当社の社外監査役であ

る阿部貢氏及び川崎晴一郎氏、当社の経営者から独立し、特別な利害関係を有しない第三者である高

田剛氏（和田倉門法律事務所 弁護士）の３名で構成する第三者委員会（以下、「本委員会」といいま

す。）を設置し、本第三者割当による、本新株式、本新株予約権付社債及び本新株予約権の発行の必要

性及び相当性にについて客観的な意見を求めました。当社は、本委員会に対して、当社の概要及び現

状における財務状況や経営成績、金融機関との取引状況、調達の目的及び理由、発行価額算定の根拠、

調達資金の使途及び支出予定時期、割当先の選定理由、株式希薄化の規模、今後の業績への影響の見

通し並びにその他必要と思われる事項と、本委員会からの質問事項に対して可能な限り詳細に説明を

行い、本委員会はこれを踏まえて慎重に審議・検討を行いました。 

その結果、当社は本委員会から、本第三者割当の必要性及び相当性については、次に掲げる理由に

より、一定の必要性及び相当性が認められるとの意見書を平成 30年４月５日付で入手しております。 

その概要は以下のとおりであります。 
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＜本委員会による意見の概要＞ 

（１）本資金調達の必要性 

①大洋システムテクノロジー社との資本業務提携の合理性 

大洋システムテクノロジー社との間の本資本業務提携の内容は、当社の意図する事業展開と合致する

ものであり、同社の出資比率については、当社の経営の独自性、独立性に影響を及ぼさず、かつ同社が

当社の 20％程度の長期的な安定株主として位置していくことが想定されたものであるから、本資本業務

提携は、当社の中長期的な企業価値を高める観点からも、著しく不合理なものとはいえない。 

②資金調達等の必要性 

当社の収益状況は、数年来赤字が続いており、足元の運転資金すら枯渇している状況で、資金調達を

することなく大幅な積極投資を行うことは困難であり、また、早期の抜本的な改善は見込めないと考え

られる。以上から、当社が計画している施策を実施するために一定の事業資金の調達が必要な状況にあ

ると認められる。 

③必要資金の調達方法について 

大洋システムテクノロジー社との本資本業務提携については、同社に対する新株及び新株予約権によ

る第三者割当によるのが合理的であることは言うまでもない。株主割当増資・公募増資や、銀行借入れ

による資金調達なども考えられるが、間接金融（金融機関からの借入）による資金調達は、当社の現在

の業績の状況を踏まえれば、困難であり、また、公募増資及び株主割当増資は、調達に要する時間及び

コストも第三者割当による新株予約権等の発行より割高であることはもちろん、当社の現状の財務内容

を考えると適当でないとの判断は合理性があると認められる。また、マイルストーン社に対する第 11 回

新株予約権の第三者割当は、資金調達における当社の目的に合致しており、株式価値の希薄化への配慮、

流動性の向上、資金調達の柔軟性の点においても、他の資金調達手段に比して優位であると思料される。

これらの状況に鑑みれば、本資金調達は、なお適切な資金調達方法と考えられる。 

 

（２）本資金調達の相当性 

①使途の合理性 

借入金返済については、当社においては、業績面において金融機関から多額の融資を受けることが困難

な状況にあるなかで行なったマイルストーン社からの 200百万円のつなぎ融資を返済するものであり、不

合理な点はないと考えられる。 

運転資金については、当社の安定的な事業運営を確保するための運転資金として 405百万円の調達を見

込むことに不合理な点はないと考えられる。 

ボイスコンピューティング事業開発資金については、当社の事業拡大のための３年分の開発投資資金と

して 400百万円の調達を見込むことに不合理な点はないと考えられる。 

ボイスコンピューティング事業開発のためのＭ＆Ａ等の資金については、Ｍ＆Ａ等の目的、効率性、想

定する規模や対象会社数を踏まえれば、980 百万円の調達を見込むことに不合理な点はないと考えられる。 

各施策の実施は当社の業績拡大のために必要な取組みとして評価することができ、特段不合理なものと

する点は見当たらず、目論見のとおりに各施策が推進され、順調に成果が得られた場合には、当社の今後

の成長基盤を確立し中長期的な企業価値の向上に資することが見込まれるものと考えられる。 

これらの状況に鑑みれば、本資金調達による調達資金の使途に関する判断に不当性は認められず、その

使途は合理的であると認められる。 

②割当予定先の合理性 

割当予定先の選定理由、割当先の保有方針及び資金手当の確実性について特段不合理な点は見当たらず、

また、反社会的勢力との関係でも特段問題点は見当たらない。これらの状況に鑑みれば、各割当予定先を

本資金調達の割当先としようとすることは合理的であると判断される。 
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③本新株式、本新株予約権付社債及び本新株予約権の払込金額の合理性 

ⅰ）本新株式の払込金額の合理性 

大洋システムテクノロジー社に対する本新株式の発行にかかる払込金額は、当社の取締役会決議の

直前日の市場価額を基準として約 10％ディスカウントするものであるが、同取締役会決議から払込

期日までは 14 日以上の期間が空き、その間、市場価格が下落するリスクがあること、本資金調達に

よる最大希釈化率からすると、同取締役会決議以降、当社株式の市場株価が下落する可能性を想定す

ることも不合理とはいえないこと、当社にとっての資金調達の必要性、及び本資本業務提携の合理性、

従前の当社と同社との間の協議の経緯、並びに取締役会決議日の前営業日の終値を用いるべきではな

い特段の事由も見当たらないことからすると、上記払込金額も、公正な払込金額であると認められ、

特に有利な金額には該当しないと思料する。 

ⅱ）本新株予約権及び本新株予約権付社債の払込金額の合理性 

本新株予約権及び本新株予約権付社債の公正な評価額の算定にあたって前提とされた各要素に特段

不合理な点はなく、また、第三者評価機関の株式会社プルータス・コンサルティングの評価額は合理

的なものであると思料される。これにより、本新株予約権及び本新株予約権付社債に付された新株予

約権１個あたりの払込金額は、いずれも、同社が合理的に算定した評価額と同額かそれ以上の額であ

るから、特に有利な金額には該当しないと思料する。 

④発行数量の合理性 

本資金調達によって、既存株主の株式持分及び議決権比率が相当程度低下し、また、１株当たり純資産

額、１株当たり当期純利益が低下するおそれがあるが、当社は、厳しい経営環境の中で収益力を高めて行

くことを目指しており、そのために必要な運転資金を確保することが必要であること、これらを賄うため

の本資金調達による株式の希釈化は、既存株主の保有している株式の経済価値を必ずしも毀損するもので

はなく、合理性を有しているものと評価できる。また、当社の最近の財務状態では、これらの資金の調達

に金融機関からの借入れを受けることは難しい状況にある。他方、市場株価が行使価額を上回って推移す

るよう経営努力を先行させ、本新株予約権付社債及び本新株予約権の行使を促進することができれば、自

己資本が増強され、１株当たり純資産の改善を図ることも不可能ではない。そして、本新株予約権が行使

された場合に調達される資金を、当社が各施策の実施に有効に活用することができれば、理論上、１株当

たり当期純利益の改善が図られることが期待される。 

以上を総合的に勘案すると、本資金調達による株式の希釈化は、既存株主の保有している株式の経済価

値をただちに毀損するものとはいえず、合理性を有しているものと考えられる。 

 

10．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（１）最近３年間の業績（連結） 

 平成 27年３月期 平成 28年３月期 平成 29年３月期 

連 結 売 上 高 397百万円 346百万円 1,737百万円 

連 結 営 業 利 益 △389百万円 △452百万円 △672百万円 

連 結 経 常 利 益 △388百万円 △468百万円 △673百万円 

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益 
△412百万円 △491百万円 △665百万円 

１株当たり連結当期純利益 △28.87円 △32.88円 △31.18円 

１ 株 当 た り 配 当 金 0.00円 0.00円 0.00円 

１ 株 当 た り 連 結 純 資 産 53.23円 66.65円 57.37円 

（注）△は損失を示しております。 
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（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（平成 30年４月６日現在） 

 株 式 数 発行済株式数に対する比率 

発 行 済 株 式 数 22,284,620株 100％ 

現時点の転換価額（行使価額）

に お け る 潜 在 株 式 数 
－ － 

下限値の転換価額（行使価額）

に お け る 潜 在 株 式 数 
－ － 

上限値の転換価額（行使価額）

に お け る 潜 在 株 式 数 
－ － 

 

（３）最近の株価の状況 

①最近３年間の状況 

 平成 27年３月期 平成 28年３月期 平成 29年３月期 

始  値 223円 231円 212円 

高  値 522円 686円 240円 

安  値 191円 201円 140円 

終  値 232円 212円 159円 

 

②最近６か月間の状況 

 
平成 29年

10月 

平成 29年

11月 

平成 29年

12月 

平成 30年

１月 

平成 30年

２月 

平成 30年

３月 

始  値 197円 197円 174円 153円 160円 164円 

高  値 202円 197円 175円 169円 168円 181円 

安  値 189円 172円 140円 151円 144円 149円 

終  値 196円 174円 152円 161円 165円 159円 

 

③発行決議日前営業日における株価 

 平成 30年４月５日 

始  値 156円 

高  値 158円 

安  値 153円 

終  値 155円 

 

（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

・第三者割当増資 

払 込 期 日 平成 28年２月 29日 

調 達 資 金 の 額 30,009,000円（差引手取概算額 29,509,000円） 

発 行 価 額 １株につき 210円 

募 集 時 に お け る 

発 行 済 株 式 数 
14,586,697株 

当 該 募 集 に よ る 

発 行 株 式 数 
142,900株 

募 集 後 に お け る 

発 行 済 株 式 総 数 
14,729,597株 

割 当 先 Ｏａｋキャピタル株式会社 
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発 行 時 に お け る 

当 初 の 資 金 使 途 
ベトナム現地法人への追加出資の資金 

発 行 時 に お け る 

支 出 予 定 時 期 
平成 28年２月～平成 30年２月 

現 時 点 に お け る 

充 当 状 況 
上記追加出資の資金として全てを充当済であります。 

 

・第三者割当による第９回新株予約権の発行 

割 当 日 平成 28年２月 29日 

発 行 新 株 予 約 権 数 70,000個 

発 行 価 額 総額 18,200,000円（新株予約権１個当たり 260円） 

発 行 時 に お け る 

調 達 予 定 資 金 の 額 

1,488,200,000円（差引手取概算額 1,474,200,000円） 

（内訳） 新株予約権発行分   18,200,000円 

     新株予約権行使分 1,470,000,000円 

行 使 価 額 １株あたり 210円 

募 集 時 に お け る 

発 行 済 株 式 数 
14,586,697株 

募 集 時 に お け る 

潜 在 株 式 数 
1,997株 

当 該 募 集 に よ る 

潜 在 株 式 数 
7,000,000株 

現 時 点 に お け る 

行 使 状 況 

行使済株式数：7,000,000株 

残新株予約権数：０個、行使価額：０円 

現 時 点 に お け る 

調 達 し た 資 金 の 額 
1,488,200,000円 

割 当 先 Ｏａｋキャピタル株式会社 

発 行 時 に お け る 

当 初 の 資 金 使 途 

ⅰ 「コミュニケーション・プラットフォームの提供」事業領域でのＭ＆Ａ等
の資金（700百万円） 

ⅱ 「ネットとリアルの融合」事業領域でのＭ＆Ａ等の資金（745百万円） 

ⅲ ベトナム現地法人への追加出資の増額出資の資金（29百万円） 

発 行 時 に お け る 

支 出 予 定 時 期 
平成 28年２月～平成 30年２月 

現 時 点 に お け る 

充 当 状 況 

上記ⅰ『「コミュニケーション・プラットフォームの提供」事業領域でのＭ＆

Ａ等の資金』及びⅱ『「ネットとリアルの融合」事業領域でのＭ＆Ａ等の資

金』につきましては、当初資金使途どおり充当済であります。上記ⅲ『ベトナ

ム現地法人への追加出資の増額出資の資金』は 29 百万について未充当であり

ます。 
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・第三者割当増資（現物出資） 

払 込 期 日 平成 28年 12月 15日 

調 達 資 金 の 額 
66,666,435円（全額現物出資の払込方法によるものであり、金銭の払込みは

ありません。） 

発 行 価 額 １株につき 255円 

募 集 時 に お け る 

発 行 済 株 式 数 
21,731,627株 

当 該 募 集 に よ る 

発 行 株 式 数 
261,437株 

募 集 後 に お け る 

発 行 済 株 式 総 数 
22,284,520株 （注） 

割 当 先 
杉山 岳（有限会社グッドスタイルカンパニー（現株式会社グッドスタイルカ

ンパニー））代表取締役） 

発 行 時 に お け る 

当 初 の 資 金 使 途 
全額現物出資の払込方法によるものであり、金銭の払込はありません。 

発 行 時 に お け る 

支 出 予 定 時 期 
― 

現 時 点 に お け る 

充 当 状 況 
― 

（注）当社は、平成 28年 10月 28日開催の取締役会決議に基づき、平成 28年 12月１日を効力発生日と

して、当社連結子会社である株式会社 AWESOME JAPAN との間で簡易株式交換を行い、同社を完全

子会社化しております。このため、募集後における発行済株式総数には、本簡易株式交換により

新たに発行した当社普通株式 291,456株が含まれております。 

 

11．発行要項 

別紙１から別紙４に記載のとおりであります。 

以上 



 

株式会社ソフトフロントホールディングス新株式 

発 行 要 項 

 

１. 募集株式の種類及び数 

普通株式 1,428,600株 

 

２. 募集株式１株あたりの払込金額 金 140円 

 

３. 払込金額の総額 

200,004,000円 

 

４. 申込期日 2018年４月 23日 

 

５. 割当日及び払込期日 2018年４月 23日 

 

６. 増加する資本金及び資本準備金の額 

増加する資本金の額：100,002,000円 

増加する資本準備金の額：100,002,000円 

 

７. 募集の方法 第三者割当ての方法により、株式会社大洋システムテクノロジーに割り当

てる。 

 

８. 払込取扱場所 

株式会社三井住友銀行 赤坂支店 

 

９. その他 

(1) 上記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

(2) 上記のほか、新株式の発行に関して必要な事項の決定については、当社代表取締役

社長に一任する。 

以上 

（別紙１）



株式会社ソフトフロントホールディングス第１回無担保転換社債型新株予約権付社債 

（転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特約付） 

 

発行要項 

 

本要項は、株式会社ソフトフロントホールディングスが 2018年４月６日に開催した取締役

会の決議に基づいて 2018 年４月 23 日に発行する株式会社ソフトフロントホールディング

ス第 1 回無担保転換社債型新株予約権付社債（以下、「本新株予約権付社債」、その社債部

分を「本社債」、その新株予約権部分を「本新株予約権」という。）にこれを適用する。 

 

1. 社債の名称 

株式会社ソフトフロントホールディングス第 1 回無担保転換社債型新株予約権付社債

（転換社債型新株予約権付社債間限定順位特約付） 

2. 社債の総額  

金 200,000,000円 

3. 各社債の金額  

金 10,000,000円の１種 

4. 払込金額  

各本社債の金額 100円につき金 100円 

但し、本新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないものとする。  

5. 本新株予約権付社債の券面 

無記名式とし、社債券及び新株予約権付社債券を発行しない。  

また、本新株予約権付社債は、会社法第 254 条第２項本文及び第３項本文の定めによ

り、本新株予約権又は本社債の一方のみを譲渡することはできない。  

6． 利率 

年率 2.0％ 

7． 担保・保証の有無  

本新株予約権付社債には担保及び保証は付されておらず、また、本新株予約権付社債

のために特に留保されている資産はない。  

8． 申込期日  

2018年４月 23日 

9． 本社債の払込期日及び本新株予約権の割当日  

2018年４月 23日 

10．募集の方法  

第三者割当の方法により、マイルストーン・キャピタル・マネジメント株式会社に全

額を割り当てる  

（別紙２）



11. 本社債の償還の方法及び期限  

(1)  満期償還 

本社債は、2020年４月 23日（償還期限）にその総額を各本社債の金額 100円につき金

100円で償還する。 

(2)  繰上償還 

当社は、2018年４月 23日以降いつでも、償還すべき日の２週間以上前に本新株予約権

付社債の社債権者（以下、｢本新株予約権付社債権者｣という。）に対し事前の通知（撤

回不能とする。）を行った上で、当該繰上償還日に、その選択により、その時点で残存

する本社債の全部（一部は不可）を、各本社債の額面 100円につき金 100円の割合で、

繰上償還日まで（当日を含む。）の未払経過利息（本社債の利息のうち、支払期が到来

せず、まだ支払われていないものをいい、以下同様とする。）及び未払残高の支払とと

もに繰上償還することができる。 

(3)  本項に定める償還すべき日が銀行休業日にあたるときは、その前銀行営業日にこれ

を繰り上げる。 

12. 本社債の利息支払の方法及び期限 

(1)  本社債の利息は、払込期日の翌日から満期償還日（但し、繰上償還される場合は繰

上償還日）までこれを付するものとし、2018年９月 30日を第１回の利払日としてその

日までの分を支払い、その後毎年３月 31 日及び９月 30 日（但し、繰上償還される場

合には、繰上償還日）（以下、「利払日」という。）に、当該利払日の直前の利払日（第

１回の利払日においては払込期日）の翌日から当該利払日までの期間（以下、「利息計

算期間」という。）について、各々その日までの前半年分を支払う。但し、半年分に満

たない利息計算期間につき利息を計算するときは、１年を 365 日とする日割りをもっ

てこれを計算し、円位未満の端数が生じた場合にはこれを切り捨てる。本項に従い決

定される、各利払日に支払われるべき各本社債の利息の金額を「利息金額」という。 

(2)  利払日が東京における銀行休業日にあたるときは、その支払いを当該利払日の直前

の銀行営業日に繰り上げるものとする。 

(3)  本新株予約権の行使の効力発生日から後は、当該行使に係る各本社債の利息は発生

しない。また、当該行使の効力が生じた日までの未払利息は、当該行使の効力が生じ

た日から 10営業日以内に支払う。 

(4)  償還期日後は利息を付さない。但し、償還期日に弁済の提供がなされなかった場合

には、当該元本について、償還期日の翌日（この日を含む。）から弁済の提供がなされ

た日（この日を含む。）までの期間につき、年 5.0％の利率による遅延損害金を付する

ものとする。 

13. 買入消却 

(1) 当社は、本新株予約権付社債権者と合意の上、随時本新株予約権付社債をいかなる価

格でも買入れることができる。 



(2) 当社が本新株予約権付社債を買入れた場合には、当社は、いつでも、その選択により、

当該本新株予約権付社債に係る本社債を消却することができ、かかる消却と同時に当

該本新株予約権付社債に係る本新株予約権は消滅する。 

14．本新株予約権の内容 

(1) 本社債に付された本新株予約権の数 

各本社債に付された本新株予約権の数は１個とし、合計 20個の本新株予約権を発行

する。 

(2) 本新株予約権と引換えにする金銭の払込み 

本新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないものとする。 

(3) 本新株予約権の目的である株式の種類及び数の算定方法 

(イ)  種類 

当社普通株式 

(ロ)  数 

本新株予約権の行使により当社が新たに発行し又はこれに代えて当社の保有する当

社普通株式を処分（以下、当社普通株式の発行又は処分を当社普通株式の「交付」

という。）する当社普通株式の数は、同時に行使された本新株予約権に係る本社債の

うち残存金額の総額を当該行使時において有効な転換価額で除して得られる最大整

数とする。但し、行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は

行わない。 

(ハ)  転換価額 

① 転換価額 

各本新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算定するにあたり用いられ

る価額（以下、「転換価額」という。）は、140 円とする。なお、転換価額は本号(ハ)

②乃至(ハ)⑥に定めるところに従い調整されることがある。 

② 転換価額の調整 

当社は、本新株予約権付社債の発行後、本号(ハ)③に掲げる各事由により当社の発行

済普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める

算式（以下、「時価下発行による転換価額調整式」という。）により転換価額を調整す

る。 

 

    既 発 行 
普 通 株
式 数 ＋ 

交 付 普 通 
株 式 数 × １ 株 あ た り の 

払 込 金 額 

調 整 後 
転換価額 ＝ 調 整 前 

転換価額 × 
１株あたりの時価 

既発行普通株式数 ＋ 交付普通株式数 

 

③ 時価下発行による転換価額調整式により本新株予約権付社債の転換価額の調整を行

う場合及びその調整後の転換価額の適用時期については、次に定めるところによる。 



(ⅰ) 時価（本号(ハ)④(ⅱ)に定義される。）を下回る払込金額をもってその発行する

当社普通株式又はその処分する当社の有する当社普通株式を引き受ける者の募集

をする場合（但し、2018 年４月６日開催の当社取締役会決議に基づき新株式を発

行する場合、下記(ⅱ)の場合、新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを

含む。）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株

式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び株

式交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く｡） 

調整後の転換価額は、払込期日又は払込期間の末日の翌日以降、また、当該募集

において株主に株式の割当てを受ける権利を与える場合は、当該権利を与える株

主を定めるための基準日の翌日以降これを適用する。 

(ⅱ) 普通株式の株式分割又は無償割当をする場合 

調整後の転換価額は、当該株式分割又は無償割当により株式を取得する株主を定

めるための基準日（基準日を定めない場合は、効力発生日）の翌日以降これを適

用する。 

(ⅲ) 時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株

式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付され

たものを含む。）を発行する場合、又は時価を下回る価額をもって当社普通株式の

交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）その他

の証券又は権利を発行する場合（2018 年４月６日開催の当社取締役会決議に基づ

く新株予約権及び当社又は当社の完全子会社若しくは孫会社の役職員に対してス

トックオプションとして付与される新株予約権を発行する場合を除く。） 

調整後の転換価額は、発行される株式又は新株予約権その他の証券又は権利（以

下、「取得請求権付株式等」という。）の全てが当初の条件で取得又は行使され当

社普通株式が交付されたものとみなして時価下発行による転換価額調整式を準用

して算出するものとし、当該取得請求権付株式等の払込期日又は払込期間末日の

翌日以降、また、当該募集において株主に割り当てを受ける権利を与える場合は、

当該権利を与える株主を定めるための基準日（基準日を定めない場合は、その効

力発生日）の翌日以降これを適用する。 

(ⅳ) 上記(ⅰ)乃至(ⅲ)の場合において、基準日が設定され、かつ、効力の発生が当該

基準日以降の株主総会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としているとき

には、上記(ⅰ)乃至(ⅲ)にかかわらず、調整後の転換価額は、当該承認があった

日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当該承

認があった日までに本新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対しては、次

の算出方法により、当社普通株式を交付する。この場合、１株未満の端数を生じ

たときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 



交 付 

普 通 

株式数 

＝ 
（調整前転換価額－調整後転換価額） × 

調整前転換価額により当該期

間内に交付された普通株式数 

調整後転換価額 

 

④ 時価下発行による転換価額調整式の取扱いは以下に定めるところによる。 

(ⅰ) 時価下発行による転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算

出し、小数第２位を切り捨てる。 

(ⅱ) 時価下発行による転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額を適用す

る日に先立つ 45 取引日目に始まる 30 取引日（当社普通株式に関し終値のない

日数を除く。）の株式会社東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱグロース市場における当

社普通株式終値の平均値とする。 

この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切

り捨てる。 

(ⅲ) 時価下発行による転換価額調整式で使用する既発行株式数は、当該募集において

株主に株式の割当てを受ける権利を与える場合は、当該権利を与える株主を定め

るための基準日、また、それ以外の場合は、調整後の転換価額を適用する日の１

か月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する

当社普通株式の数を控除した数とする。 

(ⅳ) 時価下発行による転換価額調整式により算出された転換価額と調整前転換価額

との差額が１円未満にとどまるときは、転換価額の調整は行わないこととする。

但し、次に転換価額の調整を必要とする事由が発生し転換価額を算出する場合は、

時価下発行による転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて、調整前転換価額

からこの差額を差引いた額を使用するものとする。 

⑤  本号(ハ)③の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当

社は、必要な転換価額の調整を行う。 

(ⅰ) 株式の併合、合併、会社分割、株式移転又は株式交換のために転換価額の調整

を必要とするとき。 

(ⅱ) その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生

により転換価額の調整を必要とするとき。 

(ⅲ) 転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調

整後の転換価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響

を考慮する必要があるとき。 

⑥  本号(ハ)③乃至(ハ)⑤により転換価額の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書

面によりその旨並びにその事由、調整前の転換価額、調整後の転換価額及びその適

用の日その他必要な事項を本新株予約権付社債権者に通知する。但し、適用の日の

前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降すみやかにこれ



を行う。 

(4) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額又はその算定方法 

(イ) 本新株予約権１個の行使に際し、当該本新株予約権が付された各本社債を出資する

ものとする。 

(ロ) 本新株予約権１個の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債の金額と同額

とする。 

(5) 本新株予約権を行使することができる期間 

本新株予約権の新株予約権者は、2018年４月 23日から 2020年４月 23日（但し、行使

期間最終日が銀行営業日でない場合にはその前銀行営業日）までの間（以下、「行使期

間」という。）、いつでも、本新株予約権を行使することができる。行使期間を経過し

た後は、本新株予約権は行使できないものとする。 

(6) 本新株予約権の行使の条件 

(イ) 本新株予約権付社債の転換により、転換に係る本新株予約権付社債の本社債権者

が保有することとなる当社株式総数が、本新株予約権付社債の発行決議日（平成

30 年４月６日）時点における当社発行済株式総数（22,284,620 株）の 10％

（2,228,462 株）を超えることとなる場合の、当該 10％を超える部分に係る新株

予約権付社債の転換はできないものとする。 

(ロ) 各本新株予約権の一部行使はできないものとする。 

(7) 本新株予約権の取得条項 

本新株予約権の取得条項は定めない。 

(8) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備

金に関する事項 

(イ) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、

会社計算規則第 17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金

額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるもの

とする。 

(ロ) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の

額は、上記(イ)記載の資本金等増加限度額から上記(イ)に定める増加する資本金

の額を減じた額とする。 

(9) 本新株予約権の行使請求受付事務は、第 20 項記載の行使請求受付場所（以下、「行使

請求受付場所」という。）においてこれを取り扱う。 

(10)本新株予約権の行使請求の方法 

(イ) 行使請求しようとする本新株予約権付社債権者は、当社の定める行使請求書に、

行使する本新株予約権に係る本新株予約権付社債を表示し、新株予約権を行使す

る年月日等を記載してこれに記名捺印し、行使する本新株予約権に係る本社債の

保有者である旨を証明する書面を社債原簿管理人に提出し、社債原簿管理人によ



る確認を受けた上、行使期間中に行使請求受付場所に提出しなければならない。 

(ロ) 行使請求受付場所に対し行使請求に要する書類が到達した後、本新株予約権者は、

これを撤回することができない。 

(11) 本新株予約権の行使請求の効力は、本項第(10)号に従い行使に要する書類が行使請求

受付場所に到達した日に発生する。本新株予約権の行使の効力が発生したときは、当

該本新株予約権に係る本社債について弁済期が到来するものとする。 

(12) 本新株予約権証券の発行及び株券の発行 

(イ) 当社は、本新株予約権に係る新株予約権証券及び行使請求による株券を発行しな

い。 

(ロ) 当社は、行使の効力発生後、当該行使に係る本新株予約権付社債権者に対し、当

該本新株予約権付社債権者が指定する振替機関又は口座管理機関における振替口

座簿の保有欄に振替株式の増加の記録を行うことにより株式を交付する。 

(13) 当社による組織再編の場合の承継会社による新株予約権付社債の承継 

当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社となる新設合併、吸収分

割会社となる吸収分割、新設分割会社となる新設分割、株式交換完全子会社となる株

式交換、又は株式移転完全子会社となる株式移転（以下、「組織再編行為」と総称する。）

を行う場合は、第 11 項第(2)号に基づき本新株予約権付社債の繰上償還を行う場合を

除き、承継会社等をして、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株

予約権付社債に付された本新株予約権の所持人に対して、当該本新株予約権の所持人

の有する本新株予約権に代えて、それぞれの場合につき、承継会社等の新株予約権で、

本号(イ)乃至(ヌ)の内容のもの（以下、「承継新株予約権」という。）を交付させるも

のとする。この場合、組織再編の効力発生日において、本新株予約権は消滅し、本社

債に係る債務は承継会社等に承継され、本新株予約権の所持人は、承継新株予約権の

新株予約権所持人となるものとし、本要項の本新株予約権に関する規定は承継新株予

約権について準用する。但し、吸収分割又は新設分割を行う場合は、以下の条件に沿

って、その効力発生日の直前において残存する本新株予約権の新株予約権者に対して

当該本新株予約権に代えて承継会社等の承継新株予約権を交付し、承継会社等が本社

債についての社債に係る債務を承継する旨を、吸収分割契約又は新設分割計画におい

て定めた場合に限るものとする。 

(イ) 交付される承継会社等の新株予約権の数 

当該組織再編行為の効力発生日直前において残存する本新株予約権付社債の所持人

が保有する本新株予約権の数と同一の数とする。 

(ロ) 承継会社等の新株予約権の目的たる株式の種類 

承継会社等の普通株式とする。 

(ハ) 承継会社等の新株予約権の目的たる株式の数 

承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当



該組織再編行為の条件を勘案の上、本要項を参照して決定するほか、以下に従う。

なお、転換価額は第 14項第(3)号(ハ)と同様の調整に服する。 

① 合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編行為の効力発生日の直後

に承継会社等の新株予約権を行使したときに、当該組織再編行為の効力発生日の

直前に本新株予約権を行使した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該

組織再編行為において受領する承継会社等の普通株式の数を受領できるように、

転換価額を定める。当該組織再編行為に際して承継会社等の普通株式以外の証券

又はその他の財産が交付されるときは、当該証券又は財産の公正な市場価値を承

継会社等の普通株式の時価で除して得られる数に等しい承継会社等の普通株式の

数を併せて受領できるようにする。 

② その他の組織再編行為の場合には、当該組織再編行為の効力発生日の直後に承継

会社等の新株予約権を行使したときに、当該組織再編行為の効力発生日の直前に

本新株予約権を行使した場合に本新株予約権付社債所持人が得ることのできる経

済的利益と同等の経済的利益を受領できるように、転換価額を定める。 

(ニ) 承継会社等の新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額又は

その算定方法 

承継会社等の新株予約権１個の行使に際しては、各本社債を出資するものとし、承継

会社等の新株予約権１個の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債の金額と

同額とする。 

(ホ) 承継会社等の新株予約権を行使することができる期間 

当該組織再編行為の効力発生日又は承継会社等の新株予約権を交付した日のいずれか

遅い日から、本項(5)に定める本新株予約権の行使期間の満了日までとする。 

(ヘ) 承継会社等の新株予約権の行使の条件 

本項(6)に準じて決定する。 

(ト) 承継会社等の新株予約権の取得条項 

定めない。 

(チ) 承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

金及び資本準備金に関する事項 

承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金

の額は、会社計算規則第 17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の

１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げる

ものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本金

の額を減じた額とする。 

(リ) 組織再編行為が生じた場合 

本項(13)に準じて決定する。 

(ヌ) その他 



承継会社等の新株予約権の行使により承継会社等が交付する承継会社等の普通株式

の数につき、１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨て、現金による調整は

行わない（承継会社等が単元株制度を採用している場合において、承継会社等の新

株予約権の行使により単元未満株式が発生する場合には、会社法に定める単元未満

株式の買取請求権が行使されたものとして現金により精算し、１株未満の端数はこ

れを切り捨てる。）。また、当該組織再編行為の効力発生日時点における本新株予約

権付社債所持人は、本社債を承継会社等の新株予約権とは別に譲渡することができ

ないものとする。かかる本社債の譲渡に関する制限が法律上無効とされる場合には、

承継会社等が発行する本社債と同様の社債に付された承継会社等の新株予約権を、

当該組織再編行為の効力発生日直前の本新株予約権付社債所持人に対し、本新株予

約権及び本社債の代わりに交付できるものとする。 

15． 特約 

(1) 担保設定制限 

(イ) 当社は、本新株予約権付社債の未償還残高が存する限り、本新株予約権付社債発

行後、当社が国内で発行する他の転換社債型新株予約権付社債に担保権を設定す

る場合には、本新株予約権付社債のためにも担保付社債信託法に基づき、同順位

の担保権を設定する。なお、転換社債型新株予約権付社債とは、会社法第２条第

22 号に定義される新株予約権付社債であって、それに係る社債を新株予約権の行

使に際してする出資の目的とするものをいう。 

(ロ) 本項(イ)に基づき本新株予約権付社債に担保権を設定する場合、本社債を担保す

るのに十分な担保権を追加設定するとともに、担保権設定登記手続その他担保権の

設定に必要な手続きを速やかに完了の上、担保付社債信託法第 41条第４項の規定に

準じて公告するものとする。 

(2) 期限の利益喪失に関する特約 

当社は、次のいずれかの事由が発生した場合には、本社債につき期限の利益を喪失す

る。 

(イ) 当社が第 11項及び第 12項の規定に違背し、３営業日以内にその履行がなされない

とき。 

(ロ) 当社が担保設定制限等の規定に違背し、本新株予約権付社債権者から是正を求める

通知を受領したのち 30日を経過してもその履行又は是正をしないとき。 

(ハ) 当社が本社債以外の社債について期限の利益を喪失し、又は期限が到来してもその

弁済をすることができないとき。 

(ニ) 当社が破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始若しくは特別清算開始

の申立をし、又は取締役会において解散（合併の場合を除く。）議案を株主総会に提

出する旨の決議をしたとき。 

(ホ) 当社が破産手続開始、民事再生手続開始若しくは会社更生手続開始の決定又は特別



清算開始の命令を受けたとき。 

16. 社債管理者 

本新株予約権付社債は、会社法第 702 条但書の要件を充たすものであり、社債管理者

は設置されない。 

17. 元利金支払事務取扱場所（元利金支払い場所） 

株式会社ソフトフロントホールディングス グループ業務推進室 

18. 社債権者に対する通知の方法 

本新株予約権付社債権者に対する通知は、当社の定款所定の公告の方法によりこれを

行う。但し、法令に別段の定めがある場合を除き、公告に代えて各本社債権者に書面

により通知する方法によることができる。 

19. 社債権者集会に関する事項 

(1) 本社債の社債権者集会は、当社がこれを招集するものとし、開催日の少なくとも

２週間前までに本社債の社債権者集会を招集する旨及び会社法第 719条各号所定の

事項を公告又は通知する。 

(2) 本社債の社債権者集会は東京都においてこれを行う。 

(3) 本社債の種類（会社法第 681条第１号に定める種類をいう。）の社債の総額（償還

済みの額を除き、当社が有する当該社債の金額の合計額は算入しない。）の 10分の

１以上にあたる本社債を有する本社債権者は、社債権者集会の目的である事項及び

招集の理由を記載した書面を当社に提出して、社債権者集会の招集を請求すること

ができる。 

20. 行使請求受付場所 

株式会社ソフトフロントホールディングス グループ業務推進室 

21. 準拠法 

日本法 

22. その他 

(1) 会社法その他の法律の改正等により、本要項の規定中読替えその他の措置が必要

となる場合には、当社は必要な措置を講ずる。 

(2) 上記の他、本新株予約権付社債発行に関して必要な事項の決定は当社代表取締役

社長に一任する。 

(3) 本新株予約権付社債の発行については、金融商品取引法に基づく届出の効力発生

を条件とする。 

以 上 



 

株式会社ソフトフロントホールディングス第 10回新株予約権 

発 行 要 項 

 

１. 新株予約権の名称 株式会社ソフトフロントホールディングス第 10 回新株予約権（以

下、「本新株予約権」という｡） 

 

２. 本新株予約権の払込金額の総額 金 1,544,400円 

 

３. 申込期日 2018年４月 23日 

 

４. 割当日及び払込期日 2018年４月 23日 

 

５. 募集の方法 第三者割当ての方法により、株式会社大洋システムテクノロジーに割り当

てる。 

 

６. 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

(1) 本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式 5,720,000 株とす

る（本新株予約権１個あたりの目的である株式の数（以下、「割当株式数」という。）

は 10,000株とする｡）。但し、本項第(2)号及び第(3)号により割当株式数が調整される

場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整さ

れるものとする。 

(2) 当社が第 10 項の規定に従って行使価額（第９項第(2)号に定義する｡以下同じ。）の

調整を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整される。但し、かかる調整は

当該時点において未行使の本新株予約権に係る割当株式数についてのみ行われ、調整

の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前行使価

額及び調整後行使価額は、第 10項に定める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。 

調整後割当株式数 ＝ 
調整前割当株式数 × 調整前行使価額 

調整後行使価額 

(3) 調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由に係る第 10項第(2)号及び第(5)号によ

る行使価額の調整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。 

(4) 割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日ま

でに、本新株予約権の保有者（以下、「本新株予約権者」という。）に対し、かかる調

整を行う旨並びにその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数及びその適用開始

日その他必要な事項を書面で通知する。但し、適用開始日の前日までに上記通知を行

うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。 

 

（別紙３）



 

７. 本新株予約権の総数 572個 

 

８. 本新株予約権１個あたりの払込金額 金 2,700円 

 

９. 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

(1) 各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額

に割当株式数を乗じた額とする。 

(2) 本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を新たに発行し又はこれに代えて当

社の保有する当社普通株式を処分（以下、当社普通株式の発行又は処分を「交付」と

いう。）する場合における株式 1株あたりの出資される財産の価額（以下、「行使価額」

という。）は、140円とする。但し、行使価額は第 10項に定めるところに従い調整され

るものとする。 

 

10. 行使価額の調整 

(1) 当社は、本新株予約権の発行後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社の発行済普

通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算

式（以下、「行使価額調整式」という｡）をもって行使価額を調整する。 

    既発行 
普 通 
株式数 ＋ 

交 付 普 通 
株 式 数 × 

１株あたり
の 

払 込 金 額 

調 整 後 
行使価額 ＝ 調 整 前 

行使価額 × 
１株あたりの時価 

既発行普通株式数 ＋ 交付普通株式数 

 

(2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期に

ついては、次に定めるところによる。 

① 本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する場

合（無償割当てによる場合を含む｡）（但し、2018 年４月６日開催の当社取締役会決

議に基づき新株式を発行する場合、新株予約権（新株予約権付社債に付されたもの

を含む｡）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株

式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社

分割、株式交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く｡） 

調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日と

し、無償割当ての場合はその効力発生日とする｡）以降、又はかかる交付につき株主

に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを

適用する。 

② 普通株式について株式の分割をする場合 

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。 



 

③ 本項第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する定めの

ある取得請求権付株式又は本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって

当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを

含む｡）を発行又は付与する場合（2018年４月６日開催の当社取締役会決議に基づく

新株予約権及び新株予約権付社債並びに当社又は当社の完全子会社若しくは孫会社

の役職員に対してストックオプションとして付与される新株予約権を発行する場合

を除く。） 

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全

部が当初の条件で行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するも

のとし、払込期日（新株予約権の場合は割当日）以降又は（無償割当ての場合は）

効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための

基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。 

④ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付

されたものを含む｡）の取得と引換えに本項第(4)号②に定める時価を下回る価額を

もって当社普通株式を交付する場合 

調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

⑤ 本項第(2)号①から④までの各取引において、株主に割当を受ける権利を与えるた

めの基準日が設定され、かつ各取引の効力の発生が当該基準日以降の株主総会又は

取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには本項第(2)号①から④

にかかわらず、調整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降、これを適用す

る。 

この場合において当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに、本新株

予約権を行使した本新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式

を交付するものとする。 

株式数 ＝ （調整前行使価額－調整後行使価額） × 

調整前行使価額により当該期

間内に交付された株式数 

調整後行使価額 

この場合、１株未満の端数が生じるときはこれを切り捨て、現金による調整は行わ

ない。 

(3) 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円

未満にとどまる場合は、行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を

必要とする事由が発生し、行使価額を調整する場合には、行使価額調整式中の調整前

行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を使用する。 

(4) ① 行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位

を切り捨てるものとする。 



 

② 行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日に先立つ

45 取引日目に始まる 30 取引日（終値のない日を除く｡）の株式会社東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱグロース市場（以下、「ＪＡＳＤＡＱ」という。）における当社普通株

式の普通取引の終値の単純平均値とする。この場合、単純平均値の計算は、円位未

満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てるものとする。 

③ 行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるた

めの基準日がある場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価

額を初めて適用する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式の総数から、

当該日において当社の保有する当社普通株式を控除した数とする。 

(5) 本項第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当

社は、必要な行使価額の調整を行う。 

① 株式の併合、資本の減少、会社分割、株式移転、株式交換又は合併のために行使価

額の調整を必要とするとき。 

② その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生によ

り行使価額の調整を必要とするとき。 

③ 行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行

使価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必

要があるとき。 

(6) 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、

本新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前行使価額、調整

後行使価額及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、上記通知

を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。 

 

11. 本新株予約権の行使期間 

2018年４月 23日から 2020年４月 23日（但し、2020年４月 23日が銀行営業日でない

場合にはその前銀行営業日）までの期間とする。但し、第 14項に定める組織再編行為を

するために本新株予約権の行使の停止が必要である場合は、それらの効力発生日の 14日

後の日に先立つ 30日間のうち当社が指定する期間は、本新株予約権を行使することはで

きない。この場合は、行使を停止する期間その他必要な事項を、当該期間の開始日の１

か月前までに通知する。 

 

12. その他の本新株予約権の行使の条件 

(1) 第 11項の規定にかかわらず、本新株予約権者は、本新株予約権の割当日から(i)6か

月を経過した日までは全ての本新株予約権について権利行使できないものとし、(ii)1

年を経過した日までは本新株予約権のうち 358 個については権利行使できないものと

する。但し、当社が本新株予約権者に対して本新株予約権の権利行使を行使個数及び



 

行使時期等を記載した書面により要求した場合はこの限りでない。 

(2) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式

数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。 

(3) 各本新株予約権の一部行使はできない。 

 

13. 新株予約権の取得事由 

本新株予約権の割当日から６か月を経過した日以降いつでも、当社は取締役会により

本新株予約権を取得する旨及び本新株予約権を取得する日（以下、「取得日」という。）

を決議することができる。当社は、当該取締役会決議の後、取得の対象となる本新株予

約権の新株予約権者に対し、取得日の通知又は公告を当該取得日の 20営業日前までに行

うことにより、取得日の到来をもって、本新株予約権 1 個につき本新株予約権１個当た

りの払込価額と同額で、当該取得日に残存する本新株予約権の全部又は一部を取得する

ことができる。本新株予約権の一部の取得をする場合には、按分比例、抽選その他の合

理的な方法により行うものとする。 

 

14. 合併、会社分割、株式交換及び株式移転の場合の新株予約権の交付 

当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社となる新設合併、吸収分

割会社となる吸収分割、新設分割会社となる新設分割、株式交換完全子会社となる株式

交換、又は株式移転完全子会社となる株式移転（以下、「組織再編行為」と総称する。）

を行う場合は、当該組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権に

代わり、それぞれ吸収合併存続会社、新設合併設立会社、吸収分割承継会社、新設分割

設立会社、株式交換完全親会社又は株式移転設立完全親会社（以下、「再編対象会社」と

総称する。）は以下の条件に基づき本新株予約権者に新たに新株予約権を交付するものと

する。但し、以下の条件に合致する再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合

併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画

において定めた場合に限るものとする。 

(1) 新たに交付される新株予約権の数 

組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の本新株予約権者が

保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2) 新たに交付される新株予約権の目的たる株式の種類 

再編対象会社の同種の株式 

(3) 新たに交付される新株予約権の目的たる株式の数の算定方法 

組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１株未満の端数は切り

上げる。 



 

(4) 新たに交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１円未満の端数は切り

上げる。 

(5) 新たに交付される新株予約権に係る行使期間、当該新株予約権の行使により株式を

発行する場合における増加する資本金及び資本準備金、再編対象会社による当該新株

予約権の取得事由、組織再編行為の場合の新株予約権の交付、新株予約権証券及び行

使の条件 

第 11項乃至第 14項、第 16項及び第 17項に準じて、組織再編行為に際して決定する。 

(6) 新たに交付される新株予約権の譲渡による取得の制限 

新たに交付される新株予約権の譲渡による取得については、再編対象会社の取締役会

の承認を要する。 

 

15. 新株予約権の譲渡制限 

本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。 

 

16. 新株予約権証券の不発行 

当社は、本新株予約権に係る新株予約権証券を発行しない。 

 

17. 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金 

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額

は、会社計算規則第 17条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１

の金額とし（計算の結果１円未満の端数が生じる場合はその端数を切り上げた額とす

る。）、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額を増加する資本準備

金の額とする。 

 

18. 新株予約権の行使請求の方法 

(1) 本新株予約権を行使請求しようとする本新株予約権者は、当社の定める行使請求書

に、自己の氏名又は名称及び住所、自己のために開設された当社普通株式の振替を行

うための口座（社債、株式等の振替に関する法律（以下、「振替法」という。）第 131

条第３項に定める特別口座を除く。）のコードその他必要事項を記載してこれに記名捺

印したうえ、第 11項に定める行使期間中に第 19項記載の行使請求受付場所に提出し、

かつ、かかる行使請求の対象となった本新株予約権の数に行使価額及び割当株式数を

乗じた金額（以下、「出資金総額」という。）を現金にて第 20項に定める払込取扱場所

の当社が指定する口座（以下、「指定口座」という。）に振り込むものとする。 

(2) 本項に従い行使請求を行った者は、その後これを撤回することはできない。 



 

(3) 本新株予約権の行使請求の効力は、行使請求に要する書類が行使請求受付場所に到

達し、かつ当該本新株予約権の行使に係る出資金総額が指定口座に入金されたときに

発生する。 

 

19. 行使請求受付場所 

株式会社ソフトフロントホールディングス  グループ業務推進室 

東京都千代田区永田町二丁目 17番３号 

 

20. 払込取扱場所 

株式会社三井住友銀行 赤坂支店 

 

21. 本新株予約権の払込金額及びその行使に際して出資される財産の価額の算定理由 

本新株予約権の行使価額その他本新株予約権の内容及び割当先との間の割当契約の諸

条件を考慮して、一般的な価格算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションによ

る算定結果を参考に、本新株予約権１個あたりの払込金額を 2,700 円とした。さらに、

本新株予約権の行使に際して払込みをなすべき額は第 9 項記載のとおりとし、行使価額

は、当該発行に係る取締役会決議日の前日（2018 年４月５日）のＪＡＳＤＡＱにおける

当社普通株式の終値 155円に 0.9を乗じて得た金額を基に決定した。 

 

22. その他 

(1) 会社法その他の法律の改正等、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる

場合には、当社は必要な措置を講じる。 

(2) 上記の他、本新株予約権の発行に関して必要な事項の決定については、当社代表取

締役社長に一任する。 

(3) 本新株予約権の発行については、金融商品取引法に基づく届出の効力発生を条件と

する。 

以上 



株式会社ソフトフロントホールディングス第 11回新株予約権 

発 行 要 項 

 

１. 新株予約権の名称 株式会社ソフトフロントホールディングス第 11 回新株予約権（以

下、「本新株予約権」という｡） 

 

２. 本新株予約権の払込金額の総額 金 5,605,600円 

 

３. 申込期日 2018年４月 23日 

 

４. 割当日及び払込期日 2018年４月 23日 

 

５. 募集の方法 第三者割当ての方法により、マイルストーン・キャピタル・マネジメント

株式会社に割り当てる。 

 

６. 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

(1) 本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式 5,720,000 株とす

る（本新株予約権１個あたりの目的である株式の数（以下、「割当株式数」という。）

は 10,000株とする｡）。但し、本項第(2)号及び第(3)号により割当株式数が調整される

場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整さ

れるものとする。 

(2) 当社が第 10 項の規定に従って行使価額（第９項第(2)号に定義する｡以下同じ。）の

調整を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整される。但し、かかる調整は

当該時点において未行使の本新株予約権に係る割当株式数についてのみ行われ、調整

の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前行使価

額及び調整後行使価額は、第 10項に定める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。 

調整後割当株式数 ＝ 
調整前割当株式数 × 調整前行使価額 

調整後行使価額 

(3) 調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由に係る第 10項第(2)号及び第(5)号によ

る行使価額の調整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。 

(4) 割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日ま

でに、本新株予約権の保有者（以下、「本新株予約権者」という。）に対し、かかる調

整を行う旨並びにその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数及びその適用開始

日その他必要な事項を書面で通知する。但し、適用開始日の前日までに上記通知を行

うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。 

 

（別紙４）



７. 本新株予約権の総数 572個 

 

８. 本新株予約権１個あたりの払込金額 金 9,800円 

 

９. 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

(1) 各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額

に割当株式数を乗じた額とする。 

(2) 本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を新たに発行し又はこれに代えて当

社の保有する当社普通株式を処分（以下、当社普通株式の発行又は処分を「交付」と

いう。）する場合における株式 1株あたりの出資される財産の価額（以下、「行使価額」

という。）は、140円とする。但し、行使価額は第 10項に定めるところに従い調整され

るものとする。 

 

10. 行使価額の調整 

(1) 当社は、本新株予約権の発行後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社の発行済普

通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算

式（以下、「行使価額調整式」という｡）をもって行使価額を調整する。 

    既発行 
普 通 
株式数 ＋ 

交 付 普 通 
株 式 数 × 

１株あたり
の 

払 込 金 額 

調 整 後 
行使価額 ＝ 調 整 前 

行使価額 × 
１株あたりの時価 

既発行普通株式数 ＋ 交付普通株式数 

 

(2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期に

ついては、次に定めるところによる。 

① 本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する場

合（無償割当てによる場合を含む｡）（但し、2018 年４月６日開催の当社取締役会決

議に基づき新株式を発行する場合、新株予約権（新株予約権付社債に付されたもの

を含む｡）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株

式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社

分割、株式交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く｡） 

調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日と

し、無償割当ての場合はその効力発生日とする｡）以降、又はかかる交付につき株主

に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを

適用する。 

② 普通株式について株式の分割をする場合 

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。 



③ 本項第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する定めの

ある取得請求権付株式又は本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって

当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを

含む｡）を発行又は付与する場合（2018年４月６日開催の当社取締役会決議に基づく

新株予約権及び新株予約権付社債並びに当社又は当社の完全子会社若しくは孫会社

の役職員に対してストックオプションとして付与される新株予約権を発行する場合

を除く。） 

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全

部が当初の条件で行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するも

のとし、払込期日（新株予約権の場合は割当日）以降又は（無償割当ての場合は）

効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための

基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。 

④ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付

されたものを含む｡）の取得と引換えに本項第(4)号②に定める時価を下回る価額を

もって当社普通株式を交付する場合 

調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

⑤ 本項第(2)号①から④までの各取引において、株主に割当を受ける権利を与えるた

めの基準日が設定され、かつ各取引の効力の発生が当該基準日以降の株主総会又は

取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには本項第(2)号①から④

にかかわらず、調整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降、これを適用す

る。 

この場合において当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに、本新株

予約権を行使した本新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式

を交付するものとする。 

株式数 ＝ （調整前行使価額－調整後行使価額） × 

調整前行使価額により当該期

間内に交付された株式数 

調整後行使価額 

この場合、１株未満の端数が生じるときはこれを切り捨て、現金による調整は行わ

ない。 

(3) 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円

未満にとどまる場合は、行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を

必要とする事由が発生し、行使価額を調整する場合には、行使価額調整式中の調整前

行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を使用する。 

(4) ① 行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位

を切り捨てるものとする。 



② 行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日に先立つ

45 取引日目に始まる 30 取引日（終値のない日を除く｡）の株式会社東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱグロース市場（以下、「ＪＡＳＤＡＱ」という。）における当社普通株

式の普通取引の終値の単純平均値とする。この場合、単純平均値の計算は、円位未

満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てるものとする。 

③ 行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるた

めの基準日がある場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価

額を初めて適用する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式の総数から、

当該日において当社の保有する当社普通株式を控除した数とする。 

(5) 本項第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当

社は、必要な行使価額の調整を行う。 

① 株式の併合、資本の減少、会社分割、株式移転、株式交換又は合併のために行使価

額の調整を必要とするとき。 

② その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生によ

り行使価額の調整を必要とするとき。 

③ 行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行

使価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必

要があるとき。 

(6) 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、

本新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前行使価額、調整

後行使価額及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、上記通知

を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。 

 

11. 本新株予約権の行使期間 

2018年４月 23日から 2020年４月 23日（但し、2020年４月 23日が銀行営業日でない

場合にはその前銀行営業日）までの期間とする。但し、第 14項に定める組織再編行為を

するために本新株予約権の行使の停止が必要である場合は、それらの効力発生日の 14日

後の日に先立つ 30日間のうち当社が指定する期間は、本新株予約権を行使することはで

きない。この場合は、行使を停止する期間その他必要な事項を、当該期間の開始日の１

か月前までに通知する。 

 

12. その他の本新株予約権の行使の条件 

(1) 本新株予約権の行使により、行使に係る本新株予約権の新株予約権者が保有するこ

ととなる当社株式数が、本新株予約権の発行決議日（2018 年４月６日）時点における

当社発行済株式総数（22,284,620 株）の 10％（2,228,462 株）(但し、第 10 項第(2)

号記載の行使価額の調整事由が生じた場合には適切に調整される。）を超えることとな



る場合の、当該 10%(但し、第 10 項第(2)号記載の行使価額の調整事由が生じた場合に

は適切に調整される。）を超える部分に係る新株予約権の行使はできない。 

(2) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式

数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。 

(3) 各本新株予約権の一部行使はできない。 

 

13. 新株予約権の取得事由 

本新株予約権の割当日から６か月を経過した日以降いつでも、当社は取締役会により

本新株予約権を取得する旨及び本新株予約権を取得する日（以下、「取得日」という。）

を決議することができる。当社は、当該取締役会決議の後、取得の対象となる本新株予

約権の新株予約権者に対し、取得日の通知又は公告を当該取得日の 20営業日前までに行

うことにより、取得日の到来をもって、本新株予約権 1 個につき本新株予約権１個当た

りの払込価額と同額で、当該取得日に残存する本新株予約権の全部又は一部を取得する

ことができる。本新株予約権の一部の取得をする場合には、按分比例、抽選その他の合

理的な方法により行うものとする。 

 

14. 合併、会社分割、株式交換及び株式移転の場合の新株予約権の交付 

当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社となる新設合併、吸収分

割会社となる吸収分割、新設分割会社となる新設分割、株式交換完全子会社となる株式

交換、又は株式移転完全子会社となる株式移転（以下、「組織再編行為」と総称する。）

を行う場合は、当該組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権に

代わり、それぞれ吸収合併存続会社、新設合併設立会社、吸収分割承継会社、新設分割

設立会社、株式交換完全親会社又は株式移転設立完全親会社（以下、「再編対象会社」と

総称する。）は以下の条件に基づき本新株予約権者に新たに新株予約権を交付するものと

する。但し、以下の条件に合致する再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合

併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画

において定めた場合に限るものとする。 

(1) 新たに交付される新株予約権の数 

組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の本新株予約権者が

保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2) 新たに交付される新株予約権の目的たる株式の種類 

再編対象会社の同種の株式 

(3) 新たに交付される新株予約権の目的たる株式の数の算定方法 

組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１株未満の端数は切り

上げる。 



(4) 新たに交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１円未満の端数は切り

上げる。 

(5) 新たに交付される新株予約権に係る行使期間、当該新株予約権の行使により株式を

発行する場合における増加する資本金及び資本準備金、再編対象会社による当該新株

予約権の取得事由、組織再編行為の場合の新株予約権の交付、新株予約権証券及び行

使の条件 

第 11項乃至第 14項、第 16項及び第 17項に準じて、組織再編行為に際して決定する。 

(6) 新たに交付される新株予約権の譲渡による取得の制限 

新たに交付される新株予約権の譲渡による取得については、再編対象会社の取締役会

の承認を要する。 

 

15. 新株予約権の譲渡制限 

本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。 

 

16. 新株予約権証券の不発行 

当社は、本新株予約権に係る新株予約権証券を発行しない。 

 

17. 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金 

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額

は、会社計算規則第 17条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１

の金額とし（計算の結果１円未満の端数が生じる場合はその端数を切り上げた額とす

る。）、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額を増加する資本準備

金の額とする。 

 

18. 新株予約権の行使請求の方法 

(1) 本新株予約権を行使請求しようとする本新株予約権者は、当社の定める行使請求書

に、自己の氏名又は名称及び住所、自己のために開設された当社普通株式の振替を行

うための口座（社債、株式等の振替に関する法律（以下、「振替法」という。）第 131

条第３項に定める特別口座を除く。）のコードその他必要事項を記載してこれに記名捺

印したうえ、第 11項に定める行使期間中に第 19項記載の行使請求受付場所に提出し、

かつ、かかる行使請求の対象となった本新株予約権の数に行使価額及び割当株式数を

乗じた金額（以下、「出資金総額」という。）を現金にて第 20項に定める払込取扱場所

の当社が指定する口座（以下、「指定口座」という。）に振り込むものとする。 

(2) 本項に従い行使請求を行った者は、その後これを撤回することはできない。 



(3) 本新株予約権の行使請求の効力は、行使請求に要する書類が行使請求受付場所に到

達し、かつ当該本新株予約権の行使に係る出資金総額が指定口座に入金されたときに

発生する。 

 

19. 行使請求受付場所 

株式会社ソフトフロントホールディングス  グループ業務推進室 

東京都千代田区永田町二丁目 17番３号 

 

20. 払込取扱場所 

株式会社三井住友銀行 赤坂支店 

 

21. 本新株予約権の払込金額及びその行使に際して出資される財産の価額の算定理由 

本新株予約権の行使価額その他本新株予約権の内容及び割当先との間の割当契約の諸

条件を考慮して、一般的な価格算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションによ

る算定結果を参考に、本新株予約権１個あたりの払込金額を 9,800 円とした。さらに、

本新株予約権の行使に際して払込みをなすべき額は第 9 項記載のとおりとし、行使価額

は、当該発行に係る取締役会決議日の前日（2018 年４月５日）のＪＡＳＤＡＱにおける

当社普通株式の終値 155円に 0.9を乗じて得た金額を基に決定した。 

 

22. その他 

(1) 会社法その他の法律の改正等、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる

場合には、当社は必要な措置を講じる。 

(2) 上記の他、本新株予約権の発行に関して必要な事項の決定については、当社代表取

締役社長に一任する。 

(3) 本新株予約権の発行については、金融商品取引法に基づく届出の効力発生を条件と

する。 

以上 




